
 

 

 

 

ユビキタスネット社会を実現する 

地域情報化戦略 

～地域情報化がさらに深化するための基礎づくり～ 

「地域における情報化の推進に関する検討会」 

中間報告書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６年４月２７日 

資料３ 



 i

【目 次】 

 

中間報告書のポイント ...................................... 1 

１ 真に行うべきことは何か .....................................................................................1 
（１） 地域情報化のめざすべきもの ...................................................................1 
（２） 近時の極めて早い展開 ..............................................................................3 
（３） 顕在化してきた隘路..................................................................................3 
（４） 隘路を誰がどう解決すべきか ...................................................................4 
（５） 具体的な解決策 .........................................................................................5 
２ 中間報告書の構成 ................................................................................................7 

第１章 地域情報化の到達点 ............................... 8 

１ 地域情報化の経緯 ................................................................................................8 
２ 地域情報化の取組体制等 ...................................................................................10 
（１） 国の方針等 ..............................................................................................10 
（２） 都道府県の取組体制等 ............................................................................13 
３ 公共ネットワークの整備状況等 ........................................................................26 
（１） 全国規模で展開中の行政目的をもったネットワーク ............................26 
（２） 都道府県が整備するネットワーク..........................................................27 
（３） 市町村が整備するネットワーク .............................................................30 
（４） その他の基盤...........................................................................................34 
４ アプリケーション展開の状況............................................................................36 
（１） 電子申請等に関わるアプリケーションの現状 .......................................36 
（２） 公共分野に関わるアプリケーションの現状 ...........................................39 

第２章 地域情報化の課題と今後の方向性 .................. 47 

１ 公共ネットワークの整備等 ...............................................................................47 
（１） 課題 .........................................................................................................47 
（２） 地域公共ネットワーク・都道府県情報ハイウェイの整備支援..............48 
（３） ユビキタスネット社会実現に向けた地域公共ネットワークの役割 ......50 
（４） 全国的な公共ブロードバンド・ネットワーク構築 ................................50 
（５） 公共分野におけるｉＤＣ利活用の促進 ..................................................53 



 ii

２ 住民アクセスの向上を含めたアプリケーション展開 .......................................55 
（１） 課題 .........................................................................................................55 
（２） 公共アプリケーション展開に関する基本的な考え方 ............................56 
（３） 地域の情報システムに係る標準化..........................................................57 
（４） 公共アプリケーションの開発・展開方策...............................................60 
（５） 住民利便性のさらなる向上に向けて ......................................................65 
補論１ ＥＡの導入 .................................................................................................67 
補論２ システム調達手法の整理 ...........................................................................71 
３ 地域情報化を推進するための体制整備等 .........................................................73 
（１） 課題 .........................................................................................................73 
（２） 国・都道府県・市町村等の知識基盤の共有 ...........................................75 
（３） 高度なＩＴ人材等の育成 ........................................................................75 
（４） セキュリティ対策 ...................................................................................77 
（５） 地域情報化の総合的評価 ........................................................................78 
４ 最終報告に向けた取組.......................................................................................80 

 



 1

中間報告書のポイント 

１  真に行うべきことは何か 
～地域情報化がさらに深化するための基礎づくり 

（１）地域情報化のめざすべきもの 

① ＩＴ社会化の推進 

地域社会を巡る環境は大きな変化を続けており、少子・高齢化、治安

の悪化や災害の発生危険性の高まり、食の安全性に対する不安、地域産

業の弱体化と地域雇用の悪化、地域文化の衰退、環境問題への対処、地

方公共団体の財政悪化など、様々な課題を抱えている。 

地域情報化は、地域社会を支える住民、地方公共団体、企業・事業者、

地域の公共的な機関・団体、ＮＰＯ・ボランティアなど多様な主体をユ

ビキタス・ネットワークでつなぐことで、情報・知識の共有を図り、地

域課題の解決をめざすものである。また、このように、地域の課題は住

民生活・企業活動等に幅広く関係するため、「e-Japan 戦略Ⅱ」で掲げ

られた「元気・安心・感動・便利」といったＩＴ利活用の多くは、実は

地域の情報化により具現化されることとなる。 

さらに、ＩＴ社会においては、文書や映像などのデータをデジタル化

し有効活用することが基本となる。特に、電子申請・電子調達の推進等

は、民間を含めた地域社会全体のデジタル化の先導的な役割を果たすも

のである。 

以上からすれば、地域情報化は、我が国におけるＩＴ社会化の推進に

おいて、極めて重要な役割を担っていると言える。 
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図表  地域情報化の概念整理 

①少子・高齢化

②治安の悪化、災害の発生

③食の安全性

④産業の弱体化と地域雇用の悪化

⑤地域文化衰退

⑥地方財政の悪化 など

①少子・高齢化

②治安の悪化、災害の発生

③食の安全性

④産業の弱体化と地域雇用の悪化

⑤地域文化衰退

⑥地方財政の悪化 など

地域社会

ＩＴにより地域の課題を解決

●教育、医療、防災等

シビルミニマムの向上

●地域文化の活性化

●地域経済の活性化

●広域的な交流・連携の推進

など

ＩＴにより地域の課題を解決

●教育、医療、防災等

シビルミニマムの向上

●地域文化の活性化

●地域経済の活性化

●広域的な交流・連携の推進

など

地域の諸課題

地域住民
地元企業

ＮＰＯ・ボランティア

地方公共団体
・地域の情報化政策を総合的に展開

等

地域産業
・ベンチャー育成

・雇用確保

等

医療・ 福祉機関
・地域医療・福祉の充実

等

ライフライン機関
・地域の安全性の向上

等

教育機関
・教育の高度化

・人材育成

等

先導的役割
に期待

地域情報化の推進に、様々な主体

が協働することが相乗効果をもたらし、

豊かな地域社会の形成につながる

が、特に、地方公共団体が先導的役

割を担うことが重要。このため中間報

告では地方公共団体を中心とする課

題を主に検討。

最終報告に向けて、地域の産業振

興、市民参加、官民連携等をさらに

検討。
地域社会の様々な主体と
地域情報化における役割

安全・安心で豊かな
地域社会を形成

公共ネットワーク
人と人、組織と組織を結び、

新たな付加価値を創出

 

② ユビキタス・ネットワークの構築 

地域情報化は、すべての住民があまねくＩＴの恩恵を受けることがで

きるよう、地理・年齢などの面でデジタル・ディバイドを是正しつつ推

進するものでなければならない。 

このため、住民が活用するネットワークについて、民間による整備を

原則としながら、不採算地域では公共ネットワーク等を活用して、いつ

でも、どこでも、誰でも利用できるユビキタス・ネットワークを構築し

なければならない。 

また、住民にとって最も身近で利便性が高いテレビをネットワークへ

のインターフェイスとするなど、より簡単・便利なアクセス環境を確保

すべきである。 
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（２）近時の極めて早い展開 

地域の情報化については、近時、地方公共団体の取組を中心に急速に進

展している。 
すなわち、都道府県情報ハイウェイや市町村地域公共ネットワーク、行

政専用のＬＧＷＡＮ、ケーブルテレビや加入者系光ファイバなどの住民ア

クセス網などのネットワークに加え、住民基本台帳ネットワークシステム、

公的個人認証サービス・地方公共団体の組織認証基盤などの基盤整備が、

相次いで進められている。 
また、こうした基盤を活用し、住民が利用しやすい教育、医療、防災な

どのアプリケーションが展開されつつあり、さらに、電子申請・電子調達・

文書管理等については、地方公共団体間の連携による共同構築・運用が進

められている。その中で、地元ＩＴ企業の活用も進みつつある。 
一方、地域においては、その知恵と工夫による個性豊かなまちづくりを

めざし、農作物のトレーサビリティーや産地直送販売、バーチャル商店街

や地場産業の振興、観光ナビゲーション、歴史的有形・無形文化財の保存、

電子町内会など、多様性のあるユニークなＩＴ活用事例が増加している。

そして、このような取組は、住民、ＮＰＯ、地元ＩＴ企業等を巻き込んで

行われており、地域再生の観点からも極めて重要である。 
 

（３）顕在化してきた隘路 

地域情報化は、このように地方公共団体の取組を中心に近年極めて早い

速度で展開し一定の成果を上げてきているが故に、さらなる発展を見据え

た場合に隘路となるべき諸課題も顕かになってきている。 
 第一に、住民サービスを提供する基盤として市町村が整備する地域公共
ネットワークについては、目標とされる全国整備は順調に進んでいるもの

の、市町村合併等の新たな事情もあり、整備目標の 2005 年度以降にずれ込

む可能性が生じている。また、都道府県情報ハイウェイについては、未整

備団体が存在するとともに、市町村とのブロードバンド接続が十分進んで

いない。 
さらに、国民の誰もが享受すべき災害映像などの公共アプリケーション
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の展開や、地域の貴重な資源である各種データの広域的なバックアップ等

に不可欠なインフラである都道府県をむすぶ全国的な公共ブロードバン

ド・ネットワークが構築されていない。 
第二に、住民がＩＴの利便性を実感できる地域社会を実現するためには、

公共アプリケーションの速やかな充実が不可欠であるが、その主な担い手

として期待される地方公共団体の取組の阻害要因として、３つのボトルネ

ックの解消が必要である。 
一つは、新たなＩＴサービスへの投資が進まないことであり、その原因

として、地方公共団体で開発され、運用されているシステムについて、単

独のベンダーに対する過度の依存により、汎用コンピュータ等のレガシ

ー・システムの運用やソフト改修等に多額の経費の支出を余儀なくされて

いることが挙げられる。 
二つは、住民にとってのワンストップのＩＴサービスが実現しにくいこ

とである。その原因としては、ワンストップ実現に必要不可欠な国と地方

公共団体間、地方公共団体相互間、その他関係機関間のデータのスムーズ

な交換に関する標準化の取組が途上にあることが挙げられる。 
三つは、前二者の問題を解決した上で、行政・公共アプリケーションを

いかに迅速に、多くの地域で展開していくかという課題である。個別の地

方公共団体では、人材や財源に限りがあるため、アプリケーションの開発

が困難になっており、国あるいは都道府県レベルでの共同構築・運用が必

要となっている。 

第三に、高齢者等のデジタル・ディバイドを考慮し、生活に不可欠な行

政・公共アプリケーションへのより容易なアクセス方法を確立することが

課題となっている。 

第四に、地方公共団体の職員など、地域情報化を支える人材が必ずしも

高い専門性を有しておらず、また地元ＩＴ企業の体力も弱いため、地域情

報化の明確な方向付けが困難であり、推進力も弱い。 
 

（４）隘路を誰がどう解決すべきか 

以上の地域情報化を進める上で、地方公共団体が直面する隘路について

は、これまでは地域ごとにその解決に向け独自に取り組まれてきたが、そ
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の本来の性質からすれば全国的な方針や対応策がないと解決しがたいもの

が多い。その意味で、これらの隘路の解決は、地域情報化に共通して必要

な基礎をなすものと言える。 
また、これらの隘路が解決しないと地域情報化は早晩越えがたい大きな

壁にぶつかるのは必然であり、全国的な観点から、以下の取組を早急に行

う必要がある。 
一方、地域においては、これらを前提とした上で、そのコア・コンピタ

ンスといえる、住民・企業等の利便性向上に向けた情報化に対して、その

創意・工夫をもって力を集中すべきである。 
 

（５）具体的な解決策 

当面、地方公共団体の主導的取組により、地域情報化の隘路を突破する

ための具体的解決策は以下のように考えられる。 
第一に、公共ネットワークについては、都道府県情報ハイウェイ・市町

村地域公共ネットワークの未整備地域の解消と相互接続を促進するととも

に、都道府県を結ぶネットワークを整備することで、全国的な公共ブロー

ドバンド・ネットワークをシームレスに整備する。 
併せて、ケーブルテレビ網、加入者系光ファイバ網事業等により、民間

では採算上整備が困難な条件不利地域を中心に、公共ネットワークも活用

しつつ住民アクセス網の整備を促進し、ユビキタス・ネットワークの実現

を図る。 
第二に、公共アプリケーションについては、地方公共団体など地域のす

べてのシステムの連携基盤となる「次世代地域情報プラットフォーム」を

開発するとともに、データ交換の標準化を図ることで、全国的なワンスト

ップ・サービスや地方公共団体システムのフロント・エンドとバック・エ

ンドのシームレスな接続等を行う。また、このプラットフォームの標準化

により、地方公共団体システムのマルチ・ベンダー化による運用コストの

大幅削減を図るとともに、このような技術の世界標準化も視野に入れる。 
さらに、公共アプリケーションについて、「次世代地域情報プラットフ

ォーム」上における拡張の容易性を活用し、①地域に共通するアプリケー

ション（防災・有事・テロ、教育・文化コンテンツ、地域医療など）とそ
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れ以外の、②地域独自のアプリケーションに区分し、①については、国・

都道府県レベルの共同構築・運用を進める。また、②については、本来地

域のコア・コンピタンスとして、地域の創意・工夫による独自の取組に委

ねるべきことを前提としつつ、競争的な性格を有する財政支援によりナレ

ッジの集積を図ることなどが考えられる。 
第三に、公共アプリケーションへの住民利用環境を改善するため、ケー

ブルテレビや地上デジタル放送の持つデータ放送やデジタルテレビ端末の

インターネット機能を活用し、家庭のテレビをインターフェイスとした、

行政情報の提供、公共施設・図書等の予約、電子申請等の行政サービスの

提供を進める。 
第四に、地域情報化を支える体制整備については、地域の高度なＩＴ人

材の育成、様々な地域における先進的な情報化の取組に関するナレッジを

集約するデータベースの構築、各地域における情報化の進捗を総合評価す

る地域ＩＴ総合ランキング等の取組が必要である。 
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２  中間報告書の構成 
 

中間報告においては、以上のような地域情報化に係る隘路の解決について、

主として先導的役割が期待される地方公共団体の取組に関して、全国的に行

うべき事項を中心に検討を行った。 

もちろん、地域社会においては、住民、企業、ＮＰＯ・ボランティア等も

重要な主体となっており、それぞれが地域情報化に果たすべき役割、また、

その連携の促進等について、今後最終報告に向けて検討を深めていくことが

必要である。例えば、住民の生活圏（行動圏）等を意識した地域の行政単位

を越える情報化、官と民の垣根を越えた情報化のあり方などは今後の大きな

課題である。 

具体的には、中間報告書は以下のような構成をとる。 

 

¾  第一に、全国的に整備が進展しつつある公共ネットワークの都道府県、市

町村レベルのそれぞれにおける現状等を、47都道府県へのアンケート調査等

に基づきながら整理し、地方公共団体を主な担い手とする地域情報化につい

て、現時点での到達点を確認。 
¾  第二に、現在の公共ネットワークの整備状況を前提とした上で、全国的な

公共ブロードバンド・ネットワークの構築、住民のブロードバンド環境の整

備等、ユビキタス・ネットワーク整備について方策を提示。 
¾  第三に、国・地方公共団体を通じた情報共有化等による住民サービスの向

上を図るため、アプリケーション展開について（バックオフィスも含む）、

必要な標準化とシステムの共同構築・運用を前提としながら、住民アクセス

向上を含め今後実施すべき方策を提示。 
¾  第四に、今後の地域情報化を進める際の体制整備等について、地域ＩＴ人

材の育成、関係団体間の知識共有等の観点から方策を提示。 
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第１章 地域情報化の到達点 

１  地域情報化の経緯 
 

地域情報化は、1980 年代のテレトピア構想に端を発し、その後政府による

e-Japan 戦略や電子自治体構築などの流れを得て、都道府県や市町村におけ

る行政・公共サービスのあり方を変革しつつある。 

特に、1990 年代後半以降におけるインターネットや高速の公共ネットワー

ク等の整備・普及と相まって、地域情報化は、地域社会にとどまらず、全国

規模さらには地球規模のネットワーク化を背景に、極めて早い速度で推し進

められている。 

 

図表 １-1 地域情報化の経緯（その１） 

○広域的地域情報通信ネットワーク整備促進モデル構築事業
（旧郵政省）

○高度情報通信社会推進に向けた基本方針およびアクションプ
ラン（高度情報通信社会推進本部）

○住民基本台帳ネットワークシステムの構築に向けての住民基
本台帳法の一部改正

1998年
（H10）

○遠隔医療推進モデル事業（旧厚生省）○高度情報化社会に対応した地域の情報化の推進に関する指
針（旧自治省）

1997年
（H9）

○高度情報通信社会構築に向けた情報通信高度化目標及び
推進方策（旧郵政省）

1996年
（H8）

○地方公共団体の行政の情報化の推進に関する指針（旧自治
省）

○高度情報通信社会推進に向けた基本方針（高度情報通信社
会推進本部）

1995年
（H7）

○インターネット個人向け
サービス開始

○新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業開始（旧郵政省）○行政情報化推進基本計画（旧総務庁）1994年
（H6）

○テレトピア構想策定開始（旧郵政省）1983年
（S58）

○地域情報ネットワーク整備構想（旧自治省）

○地域衛星通信ネットワーク運用開始（財団法人自治体衛星通
信機構）

1991年
（H3）

○地方公共団体における地域の情報化の推進に関する指針
（旧自治省）

1990年
（H2）

○ＣＡＴＶインターネット接続
サービス本格的に開始

○携帯電話インターネットの
サービス開始

○地域イントラネット基盤施設整備事業開始（旧郵政省）
○地域インターネット導入促進基盤整備事業開始（旧郵政省）

○岡山情報ハイウェイの整備開始（岡山県）

○学校のインターネット接続計画（旧文部省）

○次世代地域情報化ビジョン～ＩＣＡＮ21構想～（旧郵政省）1999年
（H11）

施策・事業政策・基本方針

社会環境国・地方公共団体年次

○広域的地域情報通信ネットワーク整備促進モデル構築事業
（旧郵政省）

○高度情報通信社会推進に向けた基本方針およびアクションプ
ラン（高度情報通信社会推進本部）

○住民基本台帳ネットワークシステムの構築に向けての住民基
本台帳法の一部改正

1998年
（H10）

○遠隔医療推進モデル事業（旧厚生省）○高度情報化社会に対応した地域の情報化の推進に関する指
針（旧自治省）

1997年
（H9）

○高度情報通信社会構築に向けた情報通信高度化目標及び
推進方策（旧郵政省）

1996年
（H8）

○地方公共団体の行政の情報化の推進に関する指針（旧自治
省）

○高度情報通信社会推進に向けた基本方針（高度情報通信社
会推進本部）

1995年
（H7）

○インターネット個人向け
サービス開始

○新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業開始（旧郵政省）○行政情報化推進基本計画（旧総務庁）1994年
（H6）

○テレトピア構想策定開始（旧郵政省）1983年
（S58）

○地域情報ネットワーク整備構想（旧自治省）

○地域衛星通信ネットワーク運用開始（財団法人自治体衛星通
信機構）

1991年
（H3）

○地方公共団体における地域の情報化の推進に関する指針
（旧自治省）

1990年
（H2）

○ＣＡＴＶインターネット接続
サービス本格的に開始

○携帯電話インターネットの
サービス開始

○地域イントラネット基盤施設整備事業開始（旧郵政省）
○地域インターネット導入促進基盤整備事業開始（旧郵政省）

○岡山情報ハイウェイの整備開始（岡山県）

○学校のインターネット接続計画（旧文部省）

○次世代地域情報化ビジョン～ＩＣＡＮ21構想～（旧郵政省）1999年
（H11）

施策・事業政策・基本方針

社会環境国・地方公共団体年次
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図表 １-2 地域情報化の経緯（その２） 

○ＡＤＳ Ｌインターネットサー
ビスの開始

○カメラ機能付き携帯電話
端末の導入

○広域的地域情報通信ネットワーク基盤整備事業（旧郵政省）○IT戦略会議設置（内閣府）

○IT基本戦略（IT戦略会議）

○高度情報通信ネットワーク社会形成基本法〔IT基本法〕（行政
情報システム各省庁連絡会議）

○申請・届出などの手続の電子化推進のための基本的枠組み
（行政情報システム各省庁連絡会議）

○IT革命に対応した地域公共団体における情報化施策等の推
進に関する指針（地域IT推進本部）

2000年
（H12）

○ＡＤＳＬを用いたＩＰ電話
サービス本格的開始

○地域情報化モデル事業交付金（eまちづくり交付金）（総務省）

○地域公共ネットワークに係る標準仕様策定（総務省）

○地方公共団体が保有する光ファイバ網の民間開放（総務省）

○加 入者系光 ファ イバ網設 備整備 事業開始 （総務省）

○国の管理する河川・道路管理用光ファイバの民間開放（国土
交通省）

○高度教育用ネットワーク利用環境整備事業（文部科学省）

○住民基本台帳ネットワーク運用開始

○都道府県・政令指定都市で組織認証基盤の運用開始

○市町村等のフロントオフィス業務・バックオフィス業務の共同ア
ウトソーシングに関する調査研究事業の実施

○e－Japan重点計画-2002（IT 戦略本部）

○電子政府・電子自治体の推進のための行政手続オンライン化
関係三法

2002年

（H14）

○ＦＴＴＨインターネットサー
ビス開始

○地域イントラネット基盤整備事業の公共事業化（総務省）

○地域医療の充実のための遠隔医療補助事業（厚生労働省）

○ 都道 府県 ・ 政令 指 定都 市で Ｌ ＧＷＡ Ｎの運 用開 始
○電子自治体推進パイロット事業

○電子署名及び認証業務に関する法律（総務省）

○全国ブロードバンド構想（総務省）

○e－Japan戦略（IT戦略本部）

○e－Japan重点計画（IT戦略本部）

○放送普及基本計画の変更（総務省）

2001年
（H13）

○ブロードバンドインターネッ
トのユーザ数1000万を突破

○三大広域圏の一部で地
上デジタルテレビジョン放送
開始

○地上デジタル放送を活用した行政サービス提供に関する実証

実験

○公的個人認証サービス開始

○電子申請「共同アウトソーシング事業」

○LGWANの全国展開

○e－Japan戦略Ⅱ（IT戦略本部）

○e－Japan重点計画-2003（IT 戦略本部）

○電子自治体推進指針（総務省）

2003年
（H15）

施策・事業政策・基本方針

社会環境国・地方公共団体年次

 

中間報告書は、地域情報化における地方公共団体の役割に重点を置いてい

るため、本章においては、国・都道府県・市町村の地域情報化のこれまでの

取組を概観する。 

具体的には、2004 年２月に総務省が財団法人マルチメディア振興センター

の協力を得て実施した 47 都道府県アンケート調査結果も盛り込みながら、

地域情報化の推進体制、ハード・ソフトの現状について整理1することとする。 

 

                                                 
1 データは特に断らない限り、2004 年２月１日時点のものである。 



 10

２  地域情報化の取組体制等 

（１）国の方針等 

① 政府の方針 

（a） ＩＴ基本法、e-Japan 戦略及び e-Japan 重点計画 

2001 年に施行されたいわゆるＩＴ基本法（高度情報通信ネットワー

ク社会形成基本法）は、ほぼ同時に策定された「e-Japan 戦略」（2001

年 1 月）とともに、ＩＴ革命への取組を国家戦略として位置づけた画

期的なものである。 

これらの中で、「行政の情報化」（ＩＴ基本法第 20 条）及び「公共

分野における情報通信技術の活用」（同第 21 条）は、高度情報通信

ネットワーク社会構築に向け先導的役割を果たすものとして明確に

位置づけられている。また、その施策体系を具体的に示した「e-Japan

重点計画」（2001 年３月）でも、迅速かつ重点的に取り組むべき政府

の５つの重点施策分野の一つとして、「行政の情報化及び公共分野に

おける情報通信技術の活用の推進」を掲げている。具体的には、行政

の情報化として手続のオンライン化をはじめとする電子政府・電子自

治体の構築、および公共分野での取組としてギガビット・ネットワー

ク、医療・教育・防災のＩＴ化、ＧＩＳの活用などが推進されること

となった。 

 

（b） e-Japan 戦略Ⅱ、e-Japan 重点計画－2002 及び同重点計画－2003 

続いて 2003 年に策定された「e-Japan 戦略Ⅱ」は整備の進展したネ

ットワーク利用環境や電子政府関連の制度など、各種ＩＴ基盤の利活

用を進めて、構造改革とそれによる新しい価値の創造という好循環を

なし遂げ、「元気・安心・感動・便利」な社会・経済システムをめざ

すというのが、その理念と戦略思想である。 

「e-Japan 戦略Ⅱ」とこれを具体化した重点計画（e-Japan 重点計画

－2003 など）の中で、ＩＴ利活用を進めるべき分野として掲げられて

いるのが、先導的取組分野、すなわち、①医療・保健、②食、③生活・
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防災、④中小企業金融、⑤知、⑥就労・労働、⑦行政サービスの７分

野である。 

なお、これら７分野は、地域における住民生活・企業活動に密接に

関係するものであり、ＩＴ利活用場面の多くは実際には地域における

情報化により実現されるものである。 

② 総務省における地域情報化の取組方針 

（a） 次世代地域情報化ビジョン ～ＩＣＡＮ２１構想～ 

「次世代地域情報化ビジョン ～ＩＣＡＮ２１構想～」（1999 年電

気通信審議会答申）は、地域情報化の長期的政策がパッケージとして

提唱された、重要な答申である。 

特に、地方公共団体が自ら設置・運営する高速・大容量・双方向の

情報通信基盤である地域公共ネットワークについては、モデルとして

先導的に整備、活用することとされた。また、その目的としては、行

政情報化と地域情報化を一体的に進めるとともに、地域経済や住民コ

ミュニティの活性化にも役立て、地域における豊かな生活の創造に貢

献するポテンシャル創出方策として位置付けられた。 

さらに、同ビジョンでは、全国的な情報通信基盤の整備を促進する

ための条件不利地域に配慮した支援策と、地域公共ネットワークをは

じめとする情報通信システム間の相互接続性の確保について、国が積

極的な役割を果たす必要性も示されている。 

 
（b） 全国ブロードバンド構想 

「e-Japan 重点計画」（2001 年）が重点施策分野の一つとして掲げ

た「世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成」の具体的な実

現方策として「全国ブロードバンド構想」が策定された。同構想の柱

の一つとして、教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を実現する

電子自治体を推進する観点から、学校、図書館、公民館、市役所等を

接続する地域公共ネットワークについて、2005 年度までに全国整備を

図る方針が打ち出された。 
その後、「e-Japan 戦略Ⅱ」および「e-Japan 重点計画－2003」等で

も、世界最高水準の高度情報通信ネットワーク形成の具体的施策の柱
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の一つとして、2005 年度までに地域公共ネットワークの全国整備を進

めることが掲げられた。 

総務省では、これらを受けて、各総合通信局を通じて全ての地方公

共団体において地域公共ネットワークの整備計画策定を要請してい

るほか、地域イントラネット基盤施設整備事業等による支援措置を実

施している。この地域イントラネット基盤施設整備事業は 2001 年度

より公共事業関係費とされ、名実ともに新たな社会資本として、全国

あまねく整備を推進する方針が明確化されている。なお、2001 年度か

ら 2004 年度までの地域イントラネット基盤施設整備事業等の予算総

額は実に 900 億円に上り、補正予算を活用し集中的な投資が進められ

てきた。 

 

③ 総務省における電子自治体への取組方針 

（a） 「ＩＴ革命に対応した地方公共団体における情報化施策等の推進 

  に関する指針」 

国が電子政府の実現に向けた取組を本格化させたことを踏まえ、地

方公共団体がＩＴ革命に対応し、情報化施策を総合的に推進していく

ための指針として、2000 年 8 月に策定された。 

この中では、電子自治体に必要な共通基盤の整備、行政手続のオン

ライン化をはじめとする業務改革の促進など、地方公共団体が早急に

取り組む必要のある事項を示すとともに、その取組を支援する国の施

策等（地方公共団体における組織認証基盤、地方公共団体における個

人認証基盤の構築など）についても併せて整理された。同指針に盛り

込まれた内容の計画的推進を図るため「地域ＩＴ推進のための自治省

アクションプラン」（2000 年 12 月）及び「電子政府・電子自治体推

進プログラム」（2001 年 10 月）が策定された。 

 
（b） 「電子自治体推進指針」 

2003 年８月に策定された「電子自治体推進指針」においては、都道

府県が市町村の電子自治体構築の促進に主体的かつ積極的な役割を
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果たすことのほか、電子自治体構築計画を合併協議会や広域連合など

を含めた行政主体により策定すること、地方公共団体のＣＩＯ

（(Chief Information Officer):最高情報統括責任者）とこれを補佐

するスタッフ機能の重要性など、電子自治体の構築を推進するための

各種体制整備についての方向性が示された。また、バックオフィスと

フロントオフィスシステムのシームレスな連携や運用のアウトソー

シング化など、電子自治体そのもののあり方や構築方策についても整

理されている。 

また、2003 年８月には、国・地方を通じた行政情報化を総合的かつ

一体的に進めることを目的として、電子行政推進国・地方公共団体協

議会が設置された。同協議会は、国の府省および 10 都道府県、12 市

町村の実務者から構成され、国と地方公共団体間の情報交換・共有の

あり方、行政ポータル、セキュリティ確保など、国と地方公共団体が

一体的に取り組むことが必要な事項について、継続的な協議や情報交

換が進められている。 

 

（２）都道府県の取組体制等 

① 地域情報化への取組体制 

（a） 地域情報化推進体制の一般的な姿 

地域情報化推進体制の一般的な姿としては、情報システムや情報の

流通を統括するＣＩＯやＣＩＯの補佐など、自治体経営の観点から情

報化推進の方向付け、情報化の推進計画を策定する「内部推進組織」

（47 都道府県中 43 都道府県が設置）、庁内の情報化の実務を担当す

る「内部担当組織」があり、内部担当組織内では情報化を推進する「情

報化リーダー」が多く設置されている。 
また、外部の組織としては、専門家、住民などの視点から情報化推

進を検討する「外部連携組織」がある。 
さらに、都道府県と市町村の組織を結ぶ「市町村連携組織」などが

ある。 
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図表 １-3 地域情報化推進体制の一般的な姿 

内部推進
組織

CIO
情報化
リーダ

外部助言体制
（有識者会議等）

住民や地元産業界による

情報化の推進や合意形成

都道府県
市町村

市町村部署A

部署B

市町村
連携組織

外部連携組織

部長

課長

内部担当
組織

情報化担当
部署

庁内の情報化の実務
を担当する部署

都道府県と市町村が共同で市町村
の情報化推進手法の検討やシステ
ムの共同化の検討等を行う組織

自治体運営の観
点から情報化推
進の方向付けを
する組織

外部（専門家、住民な
ど）の視点から情報化推
進を検討する組織

 
 

（b） ＣＩＯの設置状況 

ＣＩＯについては、設置している都道府県は 17 団体である。（2003

年 4 月 1 日現在）多くは副知事クラスが任命されているが、課長・部

長クラス（新潟・福井）、民間出身者（佐賀、長崎）等、様々なケー

スもみられる。 
 

（c） 情報化リーダー 

部署別情報化リーダーを設置している都道府県は 47 団体中 37 団体

（78.7％）である。情報化リーダーを設置している団体において、該

当者の役職を見ると、一般職員が最も多く（35.1％）、次いで課長補

佐級（21.6％）が多い（図表 １-4 参照）。 
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図表 １-4 情報化リーダーの担当者の主な役職 

(問)　情報化リーダーに該当するご担当者は主にどのクラスの方ですか？ (n=37 )

0.0%

8.1%

5.4%

21.6%

16.2%

35 .1%

13.5 %

0.0%

0.0%

0% 10% 20 % 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

部長級 (0)

課長級 (3)

副課長級 (2)

課長補佐級 (8)

係長級 (6)

一般職員 (13)

部門により全く異なる (5)

その他 (0)

(無回答) (0)

 
出所：都道府県アンケート調査結果 

 
情報化リーダーの役割としては、「機器・技術指導」との回答が59.5％

と最も多いが、「情報化を含む業務全般の改革」（48.6％）も次いで

多くなっている（図表 １-5 参照）。また、情報化リーダーの育成方

法については、「専門知識をもつ職員等による内部研修」と回答した

団体が 37.8％と最も多く、次いで「外部講師を招いての内部研修」

（29.7％）が多かった。また、「特に育成していない」との回答は 13.5％

であった（図表 １-6 参照）。 

図表 １-5 情報化リーダーの役割 

（問）　情報化リーダーはどのような役割を担っていますか？ （複数回答） (n=37)

48.6%

40 .5%

59.5%

43.2%

40 .5%

2.7%

35.1%

0.0 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

情報化を含む業務全般の改革
(1 8)

業務の情報化手法の提案
(15)

機器・技術指導 (22)

各種研修の受講 (16)

機器等管理 (15)

情報システムの開発・運用 (1)

その他 (13)

(無回答) (0)

 
出所：図表 １-4と同じ 
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図表 １-6 情報化リーダーの育成方法 

（問）　情報化リーダーをどのように育成していますか？ (n=37)

37.8%

29.7%

2.7%

0.0%

2.7%

13.5%

13.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門知識をもつ職員等による内部研修

(14)

外部講師を招いての内部研修 (11)

専門機関などでの外部研修 (1)

情報化関連の資格取得奨励 (0)

上記以外 (1)

特に育成を実施していない (5)

(無回答) (5)

 
出所：図表 １-4と同じ 

② 地域情報化計画等の策定状況 

地域情報化計画の策定状況を見ると、全国の市区町村のうち、地域

情報化計画2を策定している団体は、2002 年 4 月現在、全 3,241 団体

中 997 団体と約３割であり、残りの約７割（2,244 団体）は未策定で

ある。このうち、「独自の計画」を定めている団体は約２割程度とみ

られ、このほとんどは市、特に人口規模の大きい団体に集中する傾向

がみられる。 

電子自治体構築に関わる推進計画3については、2003 年 4 月現在、全

3,213 団体中、策定済みの市町村は 729 団体と２割強であり、残りの

７割以上の団体（2,484 団体）は未策定である。 

 

③ 都道府県と市町村の連携 

（a） 市町村連携組織 

都道府県と市町村との連携組織は、45 都道府県（95.7％）に設置さ

れている。 

                                                 
2  「地域情報化計画」には、「独自の計画」（市区町村が独自に定める計画で地域情報化に関わる体系的、網羅
的な内容）のほか、総合計画の一部分としての計画や国の情報化構想施策に基づく計画なども含まれる。なお、

行政の「内部事務の情報化に関わる計画」は含まれていない。 
3  「電子自治体推進計画」は、ＩＴを活用した地方公共団体の運営改善を図るための計画であり、住民の利便性
の向上、行政運営の効率化や透明性の向上等を目的として、行政事務の電子化や手続のオンライン化などを中
心とした業務改革について、重点的に推進するために策定される計画。 
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連携組織における検討項目については、「システムの共同開発・運

用」（88.9％）、「電子自治体」（88.9％）、「システムの共同アウ

トソーシング」（84.4％）といった、電子申請などを念頭に置いた共

同化の取組について、ほとんどの都道府県で推進されていることが分

かる（図表 １-7 参照）。 

図表 １-7 市町村連携組織の検討項目 

（問）　連携組織で具体的な検討対象となっている項目は何ですか？ （複数回答） (n= 45)

8 8.9%

48. 9%

48. 9%

8 8.9%

84.4 %

31.1%

26.7%

51 .1%

4 .4%

71.1 %

11.1 %

0.0%

0% 10% 2 0% 30% 40% 5 0% 60% 70% 8 0% 90% 1 00%

電子自治体 (4 0)

情報化推進全般 (2 2)

業務の標準化 (2 2)

システムの共同開発・運用 (4 0)

システムの共同アウトソーシング
(38)

情報インフラ整備 (1 4)

地域情報化 (1 2)

情報交換 (2 3)

職員の人事交流 (2)

LGWANの利活用 (3 2)

その他 (5)

(無回答) (0)

 
出所：図表 １-4と同じ 

（b） 市町村への支援手法 

都道府県における市町村に対する情報化の支援手法を見ると、「担

当者レベルで相談に乗ったり、支援策を提案したりしている」と回答

した団体が 77.8％と最も多い（図表 １-8 参照）。 

図表 １-8 市町村の情報化推進に関する支援手法 

（問）　あなたの都道府県において、市町村の情報化推進のための相談対応や支援策を実施しています

か？ (n= 45)

8.9%

77.8 %

0 .0%

6.7%

4.4 %

2.2%

0% 10 % 20% 3 0% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 1 00%

専門的な能力を持つ担当者によるコンサルティング等を行う組織がある

(4 )

担当者レベルで相談に乗ったり、支援策を提案している (35)

現在は特に行っていないが、今後実施する予定である。  (0)

現在は特に行っておらず、今後も実施する予定はない。  (3)

その他 (2)

(無回答) (1)

 
出所：図表 １-4と同じ 
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④ セキュリティ 

（a） 情報セキュリティポリシー策定状況 

情報セキュリティポリシーの策定状況は、都道府県で 97.9％とほぼす

べての団体において策定されている一方、市町村では、策定団体は増加

しているものの、56.3％にとどまっている。（2004 年１月現在） 

図表 １-9 情報セキュリティポリシーの策定状況の推移 

 

出所：総務省自治行政局地域情報政策室調査 

  

（b） 個人情報保護条例の制定状況 

個人情報保護条例は、すべての都道府県において制定されている。し

かし、市町村においては、制定団体は増加しているものの、78.8％にと

どまっている。（2004 年１月現在） 
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図表 １-10 個人情報保護条例の制定状況 

 

出所：図表1-9と同じ 

 

⑤ 人材育成への取組 

（a） 現在の人材育成の状況 

情報化推進のための人材育成の対象者として、43 団体で一般職員を

挙げている。人材育成の内容については、「グループウェア、アプリ

ケーションの利用研修」と回答した団体が 91.5％と最も多く、次いで

「文書ソフト、表計算ソフトの資料作成研修」（78.7％）、「ＰＣの

基礎的な利用研修」（74.5％）、「情報セキュリティに関する研修」

（74.5％）となっている（図表 １-11 参照）。 
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図表 １-11 情報化に関する人材育成の内容 

（問）　現在の人材育成としてどのようなことを行っていますか？ （複数回答） (n=47)

74.5%

91.5%

78.7%

44.7%

23.4%

10.6%

10.6%

14.9%

74.5%

10.6%

10.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

PCの基礎的な利用研修 (35)

グループウェア、アプリケーションの利用研修 (43)

文書ソフト、表計算ソフトの資料作成研修 (37)

システム管理・運用に関する研修 (21)

システム開発に関する研修 (11)

自治体業務に関する研修 (5)

自治体業務改革（BPR)に関する研修 (5)

システム企画・提案のための研修 (7)

情報セキュリティに関する研修 (35)

データの標準化や共通プラットフォームの理解とIT調達のあり方に

関する研修 (5)

その他 (5)

(無回答) (0)

 
出所：図表 １-4と同じ 

（b） 今後の人材育成について 

今後の人材育成への取組についても、「一般職員」を対象とすると

回答した団体が 68.1％と最も多いものの、現在行われていない課長級

を対象とする研修実施を考えている団体も 12.8％あった。 

人材育成の内容としては、「情報セキュリティに関する研修」を挙

げた団体が 93.6％と最も多かった。 

さらに、現行の研修と比較した場合、アプリケーションの利活用等

の研修が減少している一方、自治体業務改革やＩＴ調達等に関する研

修が増加しているのが特徴的である（図表 １-11、図表 １-12 参照）。 
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図表 １-12 今後の人材育成の内容 

（問）　今後の人材育成について、どのようなことを行いたいですか？ （複数回答） (n=47)

36 .2%

57 .4%

46.8%

53 .2%

25.5%

23 .4%

31 .9%

34.0%

93 .6%

29 .8%

6 .4%

2 .1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

PCの基礎的な利用研修 (17)

グループウェア、アプリケーションの利用研修 (27)

文書ソフト、表計算ソフトの資料作成研修 (22)

システム管理・運用に関する研修 (25)

システム開発に関する研修 (12)

自治体業務に関する研修 (11)

自治体業務改革（BPR)に関する研修 (15)

システム企画・提案のための研修 (16)

情報セキュリティに関する研修 (44)

データの標準化や共通プラットフォームの理解とIT調達のあり方に
関する研修 (14)

その他 (3)

(無回答) (1)

 
出所：図表 １-4と同じ 

（c） 市町村職員に対する人材育成の支援 

都道府県が情報化推進を担う市町村の担当者を育成するために現在

行っている支援については、「情報セキュリティに関する研修」と回

答した団体が 48.9％と最も多い（図表 １-13 参照）。 

また、今後の支援分野として、「情報セキュリティに関する研修」

を挙げる団体が圧倒的に多く（70.2％）、次いで「データの標準化や

共通プラットフォームの理解とＩＴ調達のあり方に関する研修」

（25.5％）、「システム管理・運用に関する研修」（17.0％）が挙げ

られており、総じて都道府県職員に対する人材育成と同様の傾向が見

られる（図表 １-14 参照）。 
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図表 １-13 現在の市町村職員に対する人材育成の支援手法 

（問）　 あなたの都道府県で実施する市町村職員の人材育成について、現在行っているサポートはありま

すか？ （複数回答） (n=47 )

1 4.9 %

10.6 %

17 .0%

17 .0%

2.1 %

8.5 %

6.4%

2.1 %

48 .9%

0 .0%

23 .4%

27.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

PCの基礎的な利用研修 (7)

グループウェア、アプリケーションの利用研修 (5)

文書ソフト、表計算ソフトの資料作成研修 (8)

システム管理・運用に関する研修 (8)

システム開発に関する研修 (1)

自治体業務に関する研修 (4)

自治体業務改革（BPR)に関する研修 (3)

システム企画・提案のための研修 (1)

情報セキュリティに関する研修 (23)

データの標準化や共通プラットフォームの理解とIT調達のあり方

に関する研修 (0 )

その他 (11)

(無回答) (1 3)

 
出所：図表 １-4と同じ 

図表 １-14 今後行いたい市町村職員に対する人材育成の支援手法 

（問）　あなたの都道府県で実施する市町村職員の人材育成について、今後行いたいサポートはあります

か？ （複数回答） (n= 47)

6 .4%

8.5 %

6 .4%

17.0 %

6 .4%

12 .8%

14.9%

10.6 %

70.2 %

25 .5%

6 .4%

17.0 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

PCの基礎的な利用研修 (3 )

グループウェア、アプリケーションの利用研修 (4 )

文書ソフト、表計算ソフトの資料作成研修 (3 )

システム管理・運用に関する研修 (8 )

システム開発に関する研修 (3 )

自治体業務に関する研修 (6 )

自治体業務改革（BPR)に関する研修 (7 )

システム企画・提案のための研修 (5 )

情報セキュリティに関する研修 (33 )

データの標準化や共通プラットフォームの理解とIT調達のあり方

に関する研修 (12)

その他 (3 )

(無回答) (8 )

 
出所：図表 １-4と同じ 

（d） 全国レベルでの研修実施の必要性 

都道府県及び市町村の職員に対し、高度なＩＴ研修を全国レベルで

実施することについて、「望ましい」と回答した団体は 35 団体（74.5％）

にのぼる。ＩＴ研修に関するその他の意見として、「地域的不利性に

配慮し多くの自治体職員が受講できるよう地方開催を多くすべき」、

「全国統一的研修プログラムが必要」といった意見があった（図表 
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１-15 参照）。 

また、全国レベルで、基礎的な研修を e-learning で実施することに

ついても、36 団体（76.6％）が実施することが望ましいと回答してい

る。（図表 １-16 参照）。 

 

図表 １-15 全国レベルでの高度ＩＴ研修の必要性 

（問）　全国レベルで、高度IT研修を実施することについて、どうお考えですか？ (n=47)

全国レベルで高度IT
研修を実施すること

が望ましい (35)

74.5%

特に実施する必要は

ない (4)

8.5%

その他 (6)

12.8%

(無回答) (2)

4.3%

 

出所：図表 １-4と同じ 

図表 １-16 全国レベルでの e-learning による研修の必要性 

（問）　全国レベルで、基礎的な研修をe-learningで実施することについて、どうお考えです

か？ (n=47)

基礎的な研修をe-
learningで実施するこ

とが望ましい (36)

76.6%

特に実施する必要は

ない (3)
6.4%

その他 (6)

12.8%

(無回答) (2)

4.3%

 
出所：図表 １-4と同じ 

（e） 情報化推進を担う外部人材の獲得 

情報化を担う人材を外部から獲得する方法について、「ＩＴ企業出

身の専門家の獲得」と回答した団体が 61.7％と最も多かった（図表 

１-17 参照）。 
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図表 １-17 情報化推進を担う外部人材の獲得 

（問）　情報化推進を担う外部人材の獲得についてどのような方法が実現可能だと思います

か？ (n=47)

61 .7%

0.0%

0.0%

6.4%

2.1 %

4.3 %

8 .5%

17.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

100

%

IT企業出身の専門家の獲得 (29 )

大学の研究者等の有識者の獲得 (0 )

地元住民や商工会、NPO等からの人材獲得 (0 )

新卒採用において専門職員の採用 (3 )

他地域から積極的な専門家の獲得（例：Uターン者の
獲得） (1)

特に獲得する必要はない (2 )

その他 (4 )

(無回答) (8 )

 
出所：図表 １-4と同じ 

（f） 人材育成の先進的な取組事例 

情報化を着実に推進するために、一部地方公共団体では、外部専門

人材の登用が行われているところがある一方、ＩＴに関わる職員の育

成も進められている。 

例えば、横須賀市では、ＩＴ人材を育成するために、電脳職員を設

置し、初級中級者から、管理職や自治体経営までのレベル別の各担当

者に対して、研修を行っている。初級中級レベルでは、ＰＣ入門やア

プリケーション研修など、基礎的な研修を行い、「電脳仕事人」、「電

脳マスター」、「電脳管理職」、「電脳経営」と役割が上がるにつれ

て、情報化を業務推進につなげるための研修が行われている。 

 

⑥ 地元ＩＴ企業の育成等 

都道府県では、インキュベート、人材育成などの地元ＩＴ企業やベ

ンチャー企業の育成策が、32 団体（68.1％）で採られている（図表 

１-18 参照）。 

また、ＩＴ調達において地元ＩＴ企業を活用している団体は、増加

傾向がみられるものの、12 団体（25.5％）にとどまっている（図表 

１-19 参照）。「県で詳細な仕様書を作成し、それにより分割発注し

ている」という回答もあり、システムのコンポーネント化により発注

単位を細分化し、地元ＩＴ企業が受注できやすくするという今後の方

向性の一つを示すものと考えられる。 
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なお、直接は発注とは関係ないが、「県内ＩＴ企業相互の専門分野

の補完・連携による受注機会の確保等に資するため、県内ＩＴ企業を

メンバーとする組織を設置する」といった取組もみられる。 

図表 １-18 地元ＩＴ企業の育成 

（問）　インキュベート、人材育成等、地元IT企業やベンチャー企業の育成を行っています

か？ (n=4 7)

地元IT企業やベン
チャー企業の育成を
行っている (32)

68.1 %

特に行っていない

(12)
2 5.5%

その他 (2)

4.3%

(無回答) (1)

2.1%

 

出所：図表 １-4と同じ 

図表 １-19 地元ＩＴ企業の活用 

（問）　インフラ、アプリケーションの調達において、地元IT企業を活用する方策を行っていま

すか？ (n=47)

地元IT企業を活用す
る方策を行っている

(12)
25.5 %

特に行っていない

(30 )
63.8%

その他 (4)
8.5%

(無回答) (1)
2.1%

 

出所：図表 １-4と同じ 
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３  公共ネットワーク4の整備状況等 

（１）全国規模で展開中の行政目的をもったネットワーク 

① 総合行政ネットワーク 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）は、都道府県、市町村を相互に

接続するとともに、国の各機関を接続するネットワークである霞が関Ｗ

ＡＮとも接続する行政専用ネットワークであり、安全確実な電子メー

ル・電子文書交換や情報共有、多様な業務支援システムの共同利用が可

能である。 

「e-Japan 重点計画」においては、2001 年度までに都道府県・政令指

定都市、2003 年度までにすべての市町村の総合行政ネットワークへの接

続を要請していた。総合行政ネットワークと霞が関ＷＡＮとは 2002 年 4

月から相互接続を実施しており、2004 年 3 月には全地方公共団体が参加

している。5 

 

② 地域衛星通信ネットワーク 

地域衛星通信ネットワークは、財団法人自治体衛星通信機構（ＬＡＳ

ＣＯＭ）が 1991 年 12 月から運用を開始しているネットワークである。

ＬＡＳＣＯＭは、地方公共団体に代わって通信衛星の中継器を一括して

借上げ、衛星通信の特徴を活用し、①防災行政無線の拡充・強化、②行

政情報の伝達、③地域からの情報発信の充実等を推進している。 

地域衛星通信ネットワークの 2003 年９月 30 日現在の接続団体は 44 都

道府県、地球局は 4,595 局となっている。2003 年４月１日より、第２世

代システム（デジタル映像伝送、ＩＰ型データ伝送：最大８Mbps）の運

用を開始した。 

                                                 
4 本報告書において、「公共ネットワーク」とは、行政機関専用の業務系（行政の内部事務）及び情報系（住民サー

ビス等）の両者またはいずれかの機能を有するネットワークをさす。 
5 自然災害が発生した三宅村は除く。 
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③ 消防防災通信ネットワーク 

消防庁では、災害に強い通信網を構築するため、消防庁・都道府県・

市町村間で地上系と衛星系による通信ルートの多ルート化を積極的に推

進している。具体的には、①国と都道府県を結ぶ消防防災無線網、②都

道府県と市町村等を結ぶ都道府県防災行政無線網、③市町村と住民等を

結ぶ市町村防災行政無線網（同報系、移動系）及び④国と地方公共団体

を結ぶ地域衛星通信ネットワークにより構築されている。 

④ 河川・道路管理用光ファイバ 

国土交通省では、河川・道路・下水道・港湾の各事業において、公共

施設の管理を目的とした光ファイバ及び収容空間のネットワーク化を推

進しており、道路の地下に敷設する「情報ＢＯＸ」や「電線共同溝」、

河川沿いに敷設する「河川管理用光ファイバ収容空間」等の整備を進め

ている。 

敷設延長は、約 21,000km（2002 年３月末現在） となり、未整備箇所

が残っているものの概ね全国規模で敷設済である。心線数は、一般的に

は 100 心程度である。 
「e-Japan 重点計画－2002」等を受け、2002 年度から、収容空間等の

整備・開放に加え、光ファイバのうち、当面利用予定の無いものについ

ては、通信事業者や地方公共団体等に開放している。なお、光ファイバ

の利用可能性は地域により異なるものとなっている。  

（２）都道府県が整備するネットワーク 

① 情報ハイウェイ6の整備状況 

都道府県が行政・公共サービスを提供するブロードバンドの公共ネッ

トワークである「情報ハイウェイ」の整備状況をみると、都道府県のう

ち 38 団体が整備済である。そのうち、2001 年度から 2003 年度までの直

近３か年度で 33 団体が整備しており、極めて新しいインフラと言える。

                                                 
6 本報告書において、「情報ハイウェイ」とは都道府県庁、学校、図書館、研究機関、医療機関など複数の公共施
設等を高速・超高速で接続したブロードバンド・ネットワークを指す。 
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なお、情報ハイウェイの整備を検討中または未定である９団体の多くは、

関東など大都市圏の団体となっている。 

整備済団体の多くは、基幹的な情報通信基盤として超高速の光ファイ

バ（100Mbps 以上）で基幹網を構築しており、ギガビット級の超高速ネ

ットワークを整備しているケースも 20 団体に上っている（図表 １-20

参照）。  

図表 １-20 情報ハイウェイの整備状況 

 

 

 

 

 

 

情報ハイウェイは、県庁と県内の出先機関を接続しているほか、先進

的な団体では、各市町村と接続し、行政、教育､医療などの高度なサービ

スを展開している。 

情報ハイウェイの市町村との接続状況については、基幹網 100Mbps 以

上、かつ全ての市町村と接続する情報ハイウェイを整備済の団体は 18 団

体となっている。地域別に見ると四国、中国地域において、整備済の団

体が目立つ（図表 １-21 参照）。また、今後市町村との接続を予定また

は検討している団体は、16 団体となっており、情報ハイウェイと市町村

のブロードバンド接続への方向性が見られる（図表 １-22 参照）。 

図表 １-21 情報ハイウェイの市町村との接続 

※平成１５年１０月現在

基幹網１００Ｍｂｐｓ以上かつ全ての市町
村と接続する情報ハイウェイを整備済の
団体 18

その他 29

合計 47

 

100%19.1%80.9%

47団体9団体38団体

合計検討中・未定整備済み

100%19.1%80.9%

47団体9団体38団体

合計検討中・未定整備済み

（平成１６年４月現在）

整備団体数 ６１３１４３０２

１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度

整備団体数 ６１３１４３０２

１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度

¾光ファイバ以外で構築事例－山梨県（防災行政無線）、富山県、三重県（ＣＡＴＶ網）など

¾総務省補助事業を活用した団体－１２団体

¾自設、借上（一部自設を含む）比率－７：３１

¾ギガビットネットワークで構築している団体：２０団体

※整備年度別

内訳は・・・

（補足）
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現在、市町村との回線接続については、ＬＧＷＡＮ以外にも接続して

いる団体が 25 団体（75.8％）である（図表 １-23 参照）。 

 

図表 １-22 今後の市町村との接続について 

（問）　今後の市町村との接続について、どのように予定していますか？ (n=47)

(無回答) (24)

51.1%

今後市町村と接続す

るか検討中 (1)
2.1%

今後市町村と接続す

る具体的な予定なし
(7)

14 .9%

今後一部の市町村と

接続する具体的な予
定あり (3)

6.4%

今後全市町村と接続

する具体的な予定あ
り (12)

25.5%

 

出所：図表 １-4と同じ 

図表 １-23 市町村との接続について 

（問）　市町村との接続はLGWANとしてのみですか？ (n=33)

LGWANとしてのみの

接続である (7)
21.2%

LGWAN以外にも接続

している (25)
75.8%

(無回答) (1)
3.0%

 

出所：図表 １-4と同じ 
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② 情報ハイウェイの民間開放 

次に民間通信事業者によるインフラ整備が進展しない条件不利地域を

抱える団体では、情報ハイウェイを積極的に民間に開放することで、ブ

ロードバンドやケーブルテレビなどのサービス提供エリアの拡大、携帯

電話不感地域解消等に活用している。  

 

（a） 民間開放の先進例 

「やまぐち情報スーパーネットワーク（ＹＳＮ）」は、中山間地域

へのケーブルテレビエリア拡張や、携帯電話不感地域解消等も目的

としている。光ファイバ網を使って、双方向で情報がやりとりでき

る高速大容量のネットワークとなっており、県民医療に役立つ情報

化共有ネットワークや、県と全市町村役場を結ぶことでその連携強

化に役立てている。さらに、民間ＩＳＰへの開放も行われている。 
なお、他の県においても、ケーブルテレビのデジタル化に伴い、県

内でのデジタルヘッドエンドを共有化し、情報ハイウェイを活用し

て各市町村のケーブルテレビ会社に放送を配信することでコスト削

減を検討しているところが出てきている。 
 

（３）市町村が整備するネットワーク 

① 地域公共ネットワーク7の整備状況 

市町村が複数の公共施設等を 1.5Mbps 以上の高速・超高速で接続した

ブロードバンド・ネットワークである「地域公共ネットワーク」につい

て、2003 年７月現在、整備済の団体は、1,759 団体（54.9%）となってお

り、人口カバー率でみると、7 割程度となっている。また、整備済の団

体は、2002 年７月現在に比べて１年間で 650 団体、約 21 ポイントと全

体の５分の１に上る極めて早い速度で増加している（都道府県を除く）。

                                                 
7 単独又は複数の地方公共団体が、学校、図書館、公民館、市役所など複数の公共施設等を 1.5Mbps 以上の

高速・超高速で接続したブロードバンド・ネットワークを構築し、これを活用した住民向け行政サービスを展開して

いる場合、「地域公共ネットワーク」整備済としている。総務省の主な支援策として、地域イントラネット基盤施設整
備事業等がある。 
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ただし、整備意向がありながらも、ケーブルテレビ網構築等を優先する

ため、未整備となっている団体も存在している（図表 １-24 参照）。 

逆に、整備計画が未策定の団体は 540 団体となっている。未策定の主

な理由として「合併の枠組が決まらないために、システム統合等の計画

が立てられない」ことが多く挙げられている。また、その他の理由とし

て、「財政難」や「ネットワークの必要性を感じない」との意見がある。 

現在総務省としては、各総合通信局を通じ、未策定団体解消に向け強

く働きかけを行っている。 

 

図表 １-24 地域公共ネットワークの整備状況（市町村集計） 

①ネットワークを

整備済み

１,１０９団体

（３４．２％）

②整備計画を作成済み

今後2005年度までに

ネットワークを整備予定

１,２１６団体

（３７．５％）

③整備計画なし

９１６団体

（２８．３％）
②整備計画を作成済み

今後20 05年度までに

ネットワークを整備予定

９０８団体

（２８．３％）

③整備計画なし

５４０団体

（１６．８％）
①ネットワークを

整備済み

１,７５９団体

（５４．９％）

合計　３,２４１団体（１００％） 合計　３,２０７団体（１００％）

平成１４年７月 平成１５年７月
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図表 １-25 地域公共ネットワークの整備状況（都道府県別集計） 
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1

1

総 計

奈 良 県

埼 玉 県

岩 手 県

愛 知 県

栃 木 県

新 潟 県

群 馬 県

徳 島 県

静 岡 県

茨 城 県

鹿 児 島 県

山 形 県

北 海 道

和 歌 山 県

青 森 県

山 口 県

千 葉 県

滋 賀 県

長 崎 県

福 岡 県

大 阪 府

神 奈 川 県

宮 城 県

岐 阜 県

宮 崎 県

京 都 府

香 川 県

三 重 県

東 京 都

佐 賀 県

沖 縄 県

長 野 県

高 知 県

兵 庫 県

秋 田 県

熊 本 県

広 島 県

島 根 県

石 川 県

福 井 県

福 島 県

山 梨 県

鳥 取 県

愛 媛 県

富 山 県

岡 山 県

大 分 県

（平成１５年７月７日現在）

※　都道府県を通じて

　報告された整備計画
　の策定状況等を単純

　に集計したもの。

全自治体数
（都道府県数を含む）

整備済み

整備予定

計画なし

整備済み

整備予定

計画なし

59
79
36
70
40
59
91
36
42
60
80
91
70
89
54
121
53
50
63
70
38
45
45
97
70
38
45
97
80
51
80
54
68
51
213
45
97
84
74
51
70
111
50
89
59
91
48
3254  

 

② 地域公共ネットワークの民間開放 

（a） 加入者系光ファイバ網設備整備事業 

「全国ブロードバンド構想」において、高速・超高速ネットワーク

インフラへの接続環境の整備が難しい条件不利地域については、地域

公共ネットワークの活用がそれを支援するものとして位置付けられ

ている。 

これを踏まえて、過疎地域等において、モデル事業として、地方公

共団体等の公共ネットワークを活用しつつ、加入者系光ファイバ網設
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備を整備する際、総務省が所要経費の一部を補助している（図表 

１-26 参照）。 

 

図表 １-26 地域公共ネットワークの活用事例 

役場保健所

図書館

公民館

小中高校等
支所

地域公共ネットワーク

インターネット

民間電気通信事業
者のネットワーク

 
 

（b） 「市民アクセス網」 

福島県原町市では、2003 年７月 1日から 26GHz 帯の無線ＬＡＮを使

った、住民向け（ラストワンマイル）の高速インターネット接続サー

ビス「市民アクセス網」を開始した。この接続サービスでは、幹線網

として地域公共ネットワークを活用している。 

幹線網上に無線アクセス装置（親局）を配置し、半径 700ｍのエリ

アに無線通信速度 40Mbps（スループット：最大 23Mbps）の超高速イ

ンターネット接続環境を構築しており、将来的には 80Mbps（スループ

ット：最大 46Mbps）に変更する予定である。 

 

（c） ケーブルテレビへの開放 

ケーブルテレビは、行政情報・防災情報等の生活に必要不可欠な地

域に密着した映像情報の提供や、インターネット接続サービスの提供

のほか、遠隔医療への活用等、ライフラインの機能をも担う地域にお

ける総合的な情報通信基盤である。 

ケーブルテレビと地域公共ネットワークの関係としては、いずれも

光ファイバを活用する意味で共通性を有しており、富山県、三重県の
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ように、ケーブルテレビ網を地域公共ネットワークのインフラとして

有効活用している例がみられる。一方、地域公共ネットワークをケー

ブルテレビのインフラとして活用することについては、従来は未利用

部分がある場合には認められていたが、2004 年度からは地域イントラ

ネット基盤施設整備事業等による地域公共ネットワーク構築の際、ケ

ーブルテレビへの開放を前提とした整備を行うことが認められてい

る。 

図表 １-27 ケーブルテレビへの開放 

Ｇ資料館 Ｈ集会所 Ｉ運動公園

Ａ公民館 Ｂ公民館 Ｃ小学校

Ｄ図書館 Ｅ小学校 Ｆ体育館

市役所

ＣＡＴＶ
インター

ネット

サーバ群

ヘッドエンド

同時整備可能な部分
（イントラ用光ファイバ・

ＣＡＴＶ用光ファイバ）

イントラ用
光ファイバ
ＣＡＴＶ用

光ファイバ
ＣＡＴＶ用

同軸ケーブル

ノード（光⇔同軸）

凡例

〈平成１６年度地域イントラネット基盤施設整備事業等の拡充〉

 

 

 

（４）その他の基盤 

① ｉＤＣの利活用状況 

都道府県や市町村において共同でシステム運用を行う基盤となる公共

ｉＤＣの設置状況を見ると「設置済である」「今後設置する計画がある」

と回答した団体が９団体、民間ｉＤＣを「利用している」「今後利用す

る計画がある」とした団体は 31 団体あり、40 団体でｉＤＣの利活用が

推進されている。 
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② 地方公共団体における組織認証基盤、公的個人認証サービス 

インターネットを活用して、住民、企業へ各種のサービスを行うため

には、地方公共団体が発信した電子文書が、本当にその地方公共団体の

責任ある役職者が発信したものかどうか、また、送信途中で第三者によ

って改ざんされていないかを確認できる公開鍵方式に基づく電子署名基

盤が必要である。これに対応して地方公共団体における組織認証基盤が、

2002 年３月の都道府県・政令市における運用開始から順次推進されてい

る。 

また、住民の発信した電子文書について、本人性・文書の真正性等を

確認し、なりすまし等を防止するため、住民基本台帳に基づく地方公共

団体による公的個人認証サービスについても 2004 年１月にスタートし

ている。 
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４  アプリケーション展開の状況 

（１）電子申請等に関わるアプリケーションの現状 

① 電子自治体構築に関する取組と国の支援 

地方公共団体における行政手続オンライン化等の推進状況調査(総務

省自治行政局地域情報政策室)によると、電子自治体構築の取組のうち、

申請・届出に関して、汎用受付システムを導入済の団体は 2004 年１月現

在で都道府県９団体、指定都市１団体、「行政手続きオンライン化計画」

を策定済もしくは策定中の都道府県は 32 団体となっており、電子自治体

構築は本格化しつつある。総務省では、以下のように電子自治体構築支

援を行っている。 

 
（a） 電子自治体推進パイロット事業 

汎用受付システムの開発・実証実験など、各種電子自治体システム

について基本仕様を作成した上、これに基づいて都道府県・市町村が

開発するモデルシステムの利便性・有効性を検証し、成果を全国の地

方公共団体に配布している。 
 

（b） 共同アウトソーシング事業 

申請届出等行政手続のオンライン化をはじめとする電子自治体の実

現のため、複数の地方公共団体の業務を標準化し、システムを共同化

した上で、民間企業のノウハウを有効活用することにより、住民サー

ビスの向上、地方公共団体の業務改革、ＩＴ関連地場産業の振興を図

る「共同アウトソーシング事業」を推進している。 

この共同アウトソーシング事業は、各都道府県が中心となって、各

団体が作業を分担し、機能ごとに汎用的・標準的プログラムを開発す

るものである。平成 15 年度においては、電子申請等の住民サービス業

務系システムについて、以下の 19 団体が開発を分担している。 
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ⅰ)統合連携システム        ：北海道、富山県、鳥取県、福岡県 
ⅱ)電子申請受付システム      ：(全般)熊本県 

(付加機能)東京都、石川県、兵庫県、鹿児島県 
ⅲ)標準業務手順管理システム    ：山梨県、福井県、岡山県、広島県 
ⅳ)業務進行支援（文書管理）システム：(全般)京都府 

(付加機能)徳島県、佐賀県 
ⅴ)個別アプリケーション      ：岩手県、静岡県、岐阜県 

 
今後、開発したアプリケーションを財団法人地方自治情報センターの

プログラムライブラリに掲載し、全国の地方公共団体に対して無償で提

供することとしている。 
また、2004年度以降においても、財務会計・人事給与・庶務等の内部
業務系システムについて、関係機関と協力しながら、住民サービス業務

系システムにおける取組と同様に推進することとしている。 
 

② 都道府県における共同化への取組 

都道府県の多くは、電子申請・届出をはじめとする各種アプリケーシ

ョンの構築・運用について、今後、市町村と共同で進める意向を持ち、

実際に共同開発・運用を推進している。 
共同化の取組で構築されたシステムの具体例としては、統合連携シス

テム（北海道、福岡など）、施設予約システム（大阪、茨城など）、電

子入札システム（千葉、石川、熊本など）、電子申請システム（徳島な

ど）等が挙げられる8。 

③ バックオフィス・システムの共同構築の例 

京都府町村会情報センターでは、住民記録、印鑑登録、国民健康保険

など 17 種類の基幹業務に対応する統合システム TRY-X を開発して、府内

町村に販売している。上記以外にも、財務会計、決算統計、人事、給与

計算などを開発し、府内 32 町村のうち 19 町村がこれを導入しており、

                                                 
8 いずれも開発中、計画を含む。 
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共同システムとして運用している（図表 １-28 参照）。 

導入に当たり重要な点は、首長のシステム運用経費削減に向けた断固

たる決意であったとされる。 

これらのバックオフィスの統合は、開発費用や保守運用費は参加町村

が必要に応じて負担するため、一町村あたりの負担額を２割抑えること

ができた例も報告されている。また、ハードの賃借料も大幅に低減して

いる。さらに、当然ながら市町村合併の際、同一システムを採用してい

る市町村間の合併であれば、情報システム統合が極めてスムーズに行わ

れる。 

システム開発・修正は各町村の職員間で決定しており、なるべくカス

タマイズしないのが特徴となっている。 

その他、北海道、熊本県、鹿児島県の町村会との間で共同利用が行わ

れている。 

 

図表 １-28 バックオフィス・システムの共同構築（京都府町村会情報センター） 

○○○○○○○○久美 浜町

○○○峰山 ・大 宮 公共 下 水 道組
合

○○○○船井 郡 衛 生管 理 組 合

１ ５３４１４１ ８２０１ １９２２２８２４２０３０１ ９合 計

○○○○○○○○伊根 町

○○○○○○○○○○○野田 川町

○○○○○○○○峰山 町

○○○○○○○○○大宮 町

○○○○○○○○○○○網野 町

○○○○○○丹後 町

○○大山 崎町

府 土木
積 算

公営企
業会計

下水道
Ｇ ＩＳ

農 用地
Ｇ Ｉ Ｓ

上下水
道（独
立型）

人事給 与計
算

固定資
産Ｇ Ｉ Ｓ

健康管
理

起債管
理

決算統
計

財務会
計

グル ー
プウ ェ
ア

介護保
険

ＴＲ Ｙ－
Ｘ

町村 名

１ ９１９１３７５２３２ ８３ 道県町 村会

○○○○○○○○○○弥栄 町

○○○○岩滝 町

○○○○○○○○加悦 町

○○○○○○大江 町

○○○○○○○夜久 野町

○○○○○○○○○三和 町

○○○○○○○○○○和知 町

○○○○○○○○○瑞穂 町

○○○○○丹波 町

○○○○○○○○○日吉 町

○○○○○○○○○○○美山 町

○○○○○○八木 町

○○○○○○○○○○○○○園部 町

○○○○○○○○○○○京北 町

○南山 城村

○精華 町

○○○○○○○○和束 町

○○○○○○笠置 町

○○○○○加茂 町

○○木津 町

○○○○○○○○○○○山城 町

○○○宇治 田原町

○○○井出 町

○○久御 山町

○○○○○○○○久美 浜町

○○○峰山 ・大 宮 公共 下 水 道組
合

○○○○船井 郡 衛 生管 理 組 合

１ ５３４１４１ ８２０１ １９２２２８２４２０３０１ ９合 計

○○○○○○○○伊根 町

○○○○○○○○○○○野田 川町

○○○○○○○○峰山 町

○○○○○○○○○大宮 町

○○○○○○○○○○○網野 町

○○○○○○丹後 町

○○大山 崎町

府 土木
積 算

公営企
業会計

下水道
Ｇ ＩＳ

農 用地
Ｇ Ｉ Ｓ

上下水
道（独
立型）

人事給 与計
算

固定資
産Ｇ Ｉ Ｓ

健康管
理

起債管
理

決算統
計

財務会
計

グル ー
プウ ェ
ア

介護保
険

ＴＲ Ｙ－
Ｘ

町村 名

１ ９１９１３７５２３２ ８３ 道県町 村会

○○○○○○○○○○弥栄 町

○○○○岩滝 町

○○○○○○○○加悦 町

○○○○○○大江 町

○○○○○○○夜久 野町

○○○○○○○○○三和 町

○○○○○○○○○○和知 町

○○○○○○○○○瑞穂 町

○○○○○丹波 町

○○○○○○○○○日吉 町

○○○○○○○○○○○美山 町

○○○○○○八木 町

○○○○○○○○○○○○○園部 町

○○○○○○○○○○○京北 町

○南山 城村

○精華 町

○○○○○○○○和束 町

○○○○○○笠置 町

○○○○○加茂 町

○○木津 町

○○○○○○○○○○○山城 町

○○○宇治 田原町

○○○井出 町

○○久御 山町

京都府町村会情報センター各システム導入状況一覧
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（２）公共分野に関わるアプリケーションの現状 

① 国の取組 

（a） 情報通信システム整備促進事業：総務省 

地域公共ネットワークを活用して、ＡＳＰ・アウトソーシング方式

などにより利便性の高いシステムを構築するためのソフト開発等に

取り組む市町村等を助成している。 

 
（b） 医療分野：厚生労働省 

医療の情報化として、遠隔医療における法的整理を明確にするとと

もに、遠隔医療システムの整備支援を行い、全都道府県での導入を推

進している。 

また、医療機関の情報化としては、オーダリングシステム9の導入を

促進するとともに、電子カルテについては、用語・コードの標準化や

診療情報共有システム等の高度化、プライバシーやセキュリティの確

保などに取り組んでいる。 

 
（c） 教育・文化分野：文部科学省 

学校教育において、ＩＴを活用した「わかる授業」の実現と子ども

たちの「情報活用能力」の育成をめざし、各学校の授業でＩＴを効果

的に活用することのできる環境の整備を進めている。また、図書館、

公民館等の生涯学習関連施設におけるサービスの向上や業務の効率

化を図るため、ＩＴ環境の向上に取り組んでいる。あわせて、ＩＴを

利用した文化情報の発信にも取り組んでいる。 

 

（d） 防災分野：消防庁 

消防庁では、都道府県の防災情報システムの直結による防災情報共

有化を推進しており、ナウキャスト地震情報等を国から住民に伝達し、

                                                 
9 伝票や処方箋内容をコンピュータに入力することによって、薬局での処方箋処理から医事会計までを電子化し
たシステム。 
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活用するシステムを開発・整備している10。 

 

② 都道府県の取組例 

都道府県が公共ブロードバンド・ネットワークである情報ハイウェイ

を構築することによって、大容量コンテンツがストレスなく流通し、高

度な住民サービスの展開が可能となりつつある。 
実際に、各都道府県では、医療・防災・教育等の分野において公共ア

プリケーションを展開している例が見られる。しかしながら、それらの

アプリケーションの情報ハイウェイ上での利用は、必ずしも十分ではな

く、ブロードバンド・ネットワークの利活用はこれからの課題である。 

以下、利活用の先進例を挙げる。 

 
（a） 大分県：防災情報システム 

大分県では、衛星系に加え、「豊の国ハイパーネットワーク」を活

用し、被災動画の提供を含む防災情報システムを構築している（図表 

１-29 参照）。11 

                                                 
10 さらに、国民保護法制整備において「国民への情報の提供」、「被災者の安否情報の提供」の仕組みが検討さ
れているが、ここにおいてもＩＴの十分な活用が不可欠となっている。 
11 なお、岩手県では、岩手山の活動活性化に備え、定点カメラによる岩手山の画像を「いわて情報ハイウェイ」を
通じ、ケーブルテレビにより各家庭に常時配信している。 
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図表 １-29 防災分野のアプリケーションの事例（大分県） 

� 大分県：
z 衛星系に加え、情報ハイウェイを活用し、
　　 防災情報システムを構築

� その他、岩手県、兵庫県、広島県、
愛媛県、佐賀県など

《気象情報収集・伝達システム》

　　　　　　　　　　　　　　　
●気象注意報・警報　　 ●震度情報　　　　　　●短時間降水予測
●台風情報　　　　　　　　●雨量情報　　　　　　●洪水予報
●気象レーダ　　　　　　　●潮位情報　　　　　　●火災気象通報
●短期予報・週間予報　 ●アメダス　　　　　　 ●津波注意報・警報
●防災に関する情報　　 ●ひまわり画像　　　 ●河川水位情報
●防災業務支援情報　　●実況・予報天気図　　　　　　　　　　　　他

《被害情報収集・集計システム》　　　　　　　　　　　　　
　　
●現場緊急報　　　　　　 ●支援要請報
●被害速報　　　　　　　　●中間・確定報
●被害自動集計報　　　 ●地図情報　　　　　　他

《映像システム》
●防災ヘリテレ映像　　 ●県警ヘリテレ映像
●パトカー電送映像　　 ●交差点カメラ映像
●高所カメラ映像　　　　●衛星移動車で撮影した映像
●気象専用番組　　　　 ●テレビ会議映像

●土石流監視映像　　　　　　　　　　　　　　　　　他

気　象　系　情　報

・天気図
・アメダ ス情報
・台風予想進路図
・注意報・警報
・地震情報　　等

セ ン サー系 情報

・震度計情報
・河川水位情報
・雨量・土石流情報
・そ の他センサー情報

県関係部署・公的機関

・気象観測情報
・雨量・河川水位情報
・ライフライン情報

（水道・電気・ガス ・交通等）

災　 　害　 　現　　場

・災害映像
・被害情報
・衛星移動車
・衛星可搬
・パト電送映像

　市　町　村
●災害連絡　●検索端末
・気象情報
・災害情報
・避難情報
・支援要請

振興局・土木事務所等
●災害連絡　●検索端末

・気象情報
・災害情報
・避難情報

消防本部
●災害連絡　●検索端末

・気象情報
・災害情報
・避難情報

県警本部
●災害連絡　●検索端末

・気象情報
・災害情報
・避難情報

大分県防災情報システム概要図

大 分 県 庁 緊
急
連
絡

緊
急
連
絡

緊
急
連
絡

緊
急
連
絡

関係各課統制室

【大型マルチスクリーン】
●映像情報システム
●雨量・河川水位情報システム
●ビデオオ ンデンマンドシステム
●被害情報収集・配信集計システム
　 （地図情報システム）
●ウェザー気象情報システム
●気象庁気象情報システム

【防災端末】
●防災無線通信システ ム
●震度情報システム
●ＴＶ会議システム
●職員参集システム
● FAX -O CRシ ステム
●一斉・順次同報 FAX
●消防無線モニター

防災センター

大分県高度情報通信ネットワークシステム

【インターネット・無線通信・衛星通信・ ISD N・FAX等】

情報交換
情報連携

放　　送 情報交換
情報連携

国 住　民 隣 県 等

情報収集

 
 

（b） 岩手県：医療情報システム 

岩手県では、医大・県立病院を結び「いわて情報ハイウェイ」を活

用した「医療情報システム」を展開しており、以下のように多岐にわ

たる医療支援等の機能を利用することが可能である。また、現在電子

カルテシステムを構築中である。 
9 テレビ会議によるカンファレンス支援（ＣＴ、ＭＲＩ等の画像を参

照しながらカンファレンス） 
9 遠隔診断支援（静止画・動画・検査情報等） 
9 医学教育の要素を含む遠隔手術支援 
9 データベース検索・教育支援 
9 「がんネット」「循ネット」機能の拡張 
9 紹介先選定支援機能 
9 患者紹介（逆紹介・フォロー）支援機能 
9 患者情報共有支援機能 
9 救急時における医師所在確認支援機能 
9 緊急時遠隔医療支援機能 
9 診療・検査予約支援機能 
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9 情報提供支援機能 
 

（c） 宮崎県：地域における医療情報共有システム・乳ガン遠隔検診シ
ステム 

宮崎県では、「宮崎情報ハイウェイ 21」を活用して、医療情報の電

子化を推進し、地域で医療情報を共有することで、効果的な医療に活

用するシステムの開発・普及を目的に「宮崎健康福祉ネットワーク（は

にわネット）」を構築した。宮崎医科大学医学部附属病院を中核とし、

宮崎県医師会および宮崎県薬剤師会がこのネットワークに参加して

いる。 

一般患者は、「はにわネット」に入会することで、電子カルテが作

成される。その他、中核病院・診療所間で放射線画像等のやりとりを

行う遠隔診断システム、大学病院を核とした電子カルテシステム、介

護認定ネットワークなどが整備されている。 
また、乳ガンの遠隔検診について、以前は検診車でＸ線撮影を行っ

た後、フィルムを宮崎市内の本院に持ち帰り現像し整理した上で、診

断結果を通知していたため、検診から結果の通知まで１週間を要して

いたが、現在は県内の市町村役場が「宮崎情報ハイウェイ 21」に接続

されていることから、役場周辺で検診を行う際には、検診車と役場を

接続し、リアルタイムで本院の専門医が診断することが可能となり、

検診から結果の通知までをわずか 30 分程度で行うことが可能となっ

ている。 
 

（d） 鳥取県：教育情報システム 

鳥取県では、「鳥取情報ハイウェイ」を活用し「鳥取県教育情報通

信ネットワーク（Torikyo-NET）」を展開中である。このネットワー

クは、岡山県情報教育センターとも接続して連携利用が可能となって

いる。 

鳥取県教育情報通信ネットワークでは、以下のようなサービスや機

能を利用することが可能である。 

9 児童生徒用グループウェア、電子メール 

9 鳥取県独自のWeb 教材「Webマップ鳥取県」 
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9 電子メールによる教職員の情報活用へのサポート 
9 学校ホームページの公開と作成支援 
9 教職員の自己研修の支援 
9 遠隔講義システム 
9 保護者への情報提供機能、教材の共有化 
 

（e） 富山県：コンテンツ配信システム 

富山県では、「とやまマルチネット」を活用し、行政情報、学習支

援情報、福祉支援情報などの高品質な映像情報を県民に提供しており、

2002 年５月より、「とやまマルチメディア祭 2002」「田中耕一名誉

県民・名誉市民贈呈式」「県議会本会議」など多種多様なコンテンツ

のライブ中継実績を有している。 

 

③ 市町村の取組例 

（a） 地域公共ネットワーク利活用の例 

市町村における利活用としては、図表 １-30 のように支所に権限を

できる限り委譲し、施設・図書予約システム、防災情報システム、行

政相談システム、学校インターネットシステム、ＧＩＳを用いたまち

づくり情報システム等、幅広い分野で地域公共ネットワークを活用し

て住民サービスの向上を図っている例が挙げられる。 

併せて、地域公共ネットワーク上にグループウェアなど行政事務に

関する各種システムを統合することで、バックオフィスの効率化にも

活用されている（図表 １-30 参照）。 
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図表 １-30 地域公共ネットワークの活用事例 

（システムの例）

①施設・図書予約システム：インターネットにより、スポーツ・文化施設、図書の予約が可能

②防災情報システム：平常は避難所や防災倉庫を地図上に明示するとともに、発災時は被災状況の
画像配信、避難所へ避難した市民の安否情報を提供

③行政相談システム：テレビ会議システムを利用し、税務相談や福祉相談など専門的相談を実施

④学校インターネットシステム：学生・生徒のインターネット利用やｅ－ラーニング等を推進

⑤まちづくり情報システム：地図情報に都市計画や建築規制等をインプットし、住居等の建築相談
などに対応　

市立病院

中学校 小学校 福祉施設

保育所

幼稚園

図書館

文化センター

公園管理事務所

消防署

インターネット

 
 

（b） アプリケーションの実施状況 

2002 年に総務省が実施した「地域イントラネットの構築・運用の実

態に関する調査」の結果、地域イントラネット基盤施設整備事業等に

より地域公共ネットワークを構築した地方公共団体のうち、1 割以上

の団体で導入されているアプリケーションは、図表 １-31 のとおりで

ある。 

図表 １-31 多くの地方公共団体に導入されているアプリケーション 

導入地方公共団体数（／２３８）

35

39

41

50

52

61

68

140

157

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

生涯学習情報提供システム

観光情報提供システム

申請用紙ダウンロードシステム

防災情報提供システム

施設予約システム

学校間交流システム

図書館ネットワークシステム

学校インターネットシステム

行政情報提供システム

 

同調査の結果、地域公共ネットワークで導入されているアプリケーシ

ョンのうち、60 アクセス／日以上などのアプリケーションは図表 １-32

のとおりである。 
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図表 １-32 利用度の高いアプリケーション 

利用度（アクセス数など）

3.0　時限/日・校

43　人/日

2,032　ｱｸｾｽ/日

175　ｱｸｾｽ/日

148　ｱｸｾｽ/日

114　ｱｸｾｽ/日

107　ｱｸｾｽ/日

102　ｱｸｾｽ/日

67　ｱｸｾｽ/日

公衆インターネットシステム

学校インターネットシステム

申請用紙ダウンロードシステム

生涯学習情報提供システム

防災情報提供システム

観光情報提供システム

図書館ネットワークシステム

施設予約システム

行政情報提供システム

 
  

（c） ｅまちづくり交付金 

ｅまちづくり交付金（地域情報化モデル事業交付金）は、それぞれ

の地域における知恵と工夫を生かした地域情報化のモデル事業を展

開するものであり、2002 年度補正予算で 100 事業が実施された。 

この施策は、地域の中小企業、ＮＰＯ法人の参画、ＩＴ人材の新規

雇用を要件とするものの、基本的には地方公共団体の自由な事業実施

が認められるものであり、事業規模、内容等に応じて 1,000 万円、1,500

万円、2,000 万円の三段階による定額交付金による助成支援を行うも

のである。 

全国 100 団体の事業内容は、観光、農業、健康・福祉、商業・産業、

教育、文化、コミュニティ形成等の様々な分野において、ＩＴにより、

地域が抱える様々な課題を克服するとともに、地域産業等の振興や活

性化を図っていこうとするものである。 

 



 46

図表 １-33 ｅまちづくり交付金の概要 

地域 の知恵と 工夫による 地域社会・ 産業の発 展をＩＴによ り支援
【eまちづくり交付金（地域情報化モデル事業交付金）平成14年度補正で100事業実施】
①地域の中小企業、ＮＰＯ法人等の参画、②ＩＴ人材の新規雇用を要件

地域における知恵と工夫の競争を通じた個性あるまちづくりを推進するＩＴ利活用モデル事業を推進

＜具体例＞

ブランド商品を全国にアピールするため、
他業種との連携を図った地場産業の振興
（福井県鯖江市）

りんご生産公開システム（アカウンタビリ
ティ・トレーサビリティ）等を構築した農業振

興（青森県板柳町）

生産者情報等の公開

認証シール発行

ブランド

消費者のニーズに合った
商品開発ときめ細やかな
サービス提供

ウェブサイトの
構築 連携

参加

生産者 消費者

123・・・
○○町

他業種

電子町内会システムを利用した地域コミュ

ニティの再構築（岡山県岡山市）

町内会長
連携システム

ＩＣチップ、モバイル端末を活用したナビ

ゲーションシステムによる地域観光の振興

（愛媛県松山市）

道案内

観光ルート案内 観光名所・旧跡の紹介

○○温泉の
効能は・・・

在宅就労者を活用したコールセンターシス

テムの構築による雇用の活性化

（高知県高知市他４８市町村）

データセンター

住民からの相談

在宅オペレーター

ＩＴを活用した高齢者生活支援システムの

構築による高齢者に優しいまちづくり

（北海道伊達市）

介護サービス

移送サービス

オペレーター

配送サービス

電子町内会

システム

町内会員 町内会員

町内会長

行政
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第２章 地域情報化の課題と今後の方向性 

１  公共ネットワークの整備等 
 

（１）課題 

前章で述べたとおり、都道府県情報ハイウェイ・市町村地域公共ネット

ワーク、ＬＧＷＡＮ等、公共ネットワークの整備は近年急速に進展してい

る。また、公的個人認証サービスの開始や都道府県による公共ｉＤＣ設置・

民間ｉＤＣ利用など、ＩＴ利活用に欠かせない基盤も確保されつつある。 
今後は、公共ネットワーク等の基盤整備をさらに推進するとともに、次

節で述べるアプリケーション展開方策も踏まえた新たな基盤整備に係る対

応策を検討する必要がある。 
以下に、国、都道府県、市町村が各々整備する公共ネットワークの課題

を改めて整理する。 
 

① 市町村地域公共ネットワーク整備の課題 

総務省では、2005 年度中に全地方公共団体において地域公共ネットワ

ークを整備すべく取組を進めている。しかしながら、地域公共ネットワ

ークは、近時急速に整備が進められているものの、2003 年７月現在の整

備率は 54.9％にとどまっている。 
一方、地域公共ネットワークは、合併市町村の統合・連携に向け旧役場

間等を結び情報流通の円滑化を図るために不可欠のインフラであり、今

後当分の間は整備に対する大きなニーズが継続する見込みである。 
以上のような状況を考慮すると、2005 年度中に全市町村の地域公共ネ

ットワークの整備が完了するのは非常に困難な状況となりつつある。 

また、ブロードバンドインターネット環境の整備、ケーブルテレビ網構

築等については、採算性等の問題から民間事業者の投資が期待しにくい

条件不利地域では十分進展しておらず、デジタル・ディバイドが顕在化

してきている。 
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② 都道府県情報ハイウェイ整備の課題 

電子申請等については、共同アウトソーシング形態での調達、都道府

県・市町村の連携によるシステム共同開発が実施されつつあり、公共ア

プリケーションの共同開発も指向されている。 
このためには、都道府県情報ハイウェイについて、広域的な電子自治体

の基盤として、都道府県の出先機関を接続するだけではなく、全市町村

とブロードバンド・ネットワークで接続することが重要となるが、現時

点での接続は限られたものとなっている。 
 

③ 国と都道府県を結ぶネットワーク整備の課題 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）と霞が関ＷＡＮが接続されるこ

とにより、行政事務の分野においては国と地方公共団体の連携が可能と

なった。しかしながら、国・都道府県・市町村のシームレスな連携によ

る国民の利便性向上、映像系アプリケーション等の全国展開、広域的な

データセンター間のバックアップなど、都道府県を越えた全国的な対応

については課題が残る。 
 

（２）地域公共ネットワーク・都道府県情報ハイウェイの整備支援 

国は、地域公共ネットワークの整備促進のため、現在、主に国庫補助金

による整備支援を実施している。しかしながら、国の予算に占めるＩＴ関

連経費は極めて少なく12、地方公共団体の期待に十分応えられない状況であ

る。特に、三位一体改革による国庫補助金事業の廃止・縮減の影響を受け、

2005年度中の地域公共ネットワーク全国整備を目標としているにもかかわ

らず、毎年度確保される予算は減少傾向にある。 
 
 

                                                 
12 公共事業関係費として位置付けられている「地域イントラネット基盤施設整備事業」の全公共事業関係費に占
める割合はわずか0.05％である。 
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（参考）地域の情報通信基盤整備支援策13 

事業名 概要 

地域イントラネット基盤

施設整備事業等 

地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化

を図るため、インターネット技術で築く地域の高

速ＬＡＮ（地域イントラネット）の整備に取り組

む地方公共団体等を支援。 

新世代地域ケーブルテレ

ビ施設整備事業 

地域住民の生活に必要不可欠な映像情報を提供

し、または双方向型で高度なアプリケーションサ

ービスを提供するケーブルテレビ施設の整備を支

援。 

加入者系光ファイバ設備

整備事業 

過疎地域等におけるモデル事業として、地方公共

団体等の地域公共ネットワークを活用しつつ加入

者系光ファイバ網設備を整備することで超高速イ

ンターネットアクセスが可能な環境の整備を加

速･推進。 

 
2005 年度中の地域公共ネットワークの全国整備については、目標達成に

向けて努力することはもちろん重要である。しかしながら、こうした財政

面での問題、さらには市町村合併の動向等を考慮すると、現実的な対応と

して、市町村合併支援の観点からの事業費確保を図るとともに、2005 年度

以降における地域公共ネットワーク整備支援の継続を検討すべきである。 
また、医療、防災、行政、教育分野など地域公共ネットワークの利活用

の多様化をめざす中で、アプリケーションに必要なセキュリティレベルに

応じたネットワークの使い分けが必要となる。また、通信事業者への心線

開放や民間事業者の利用に際しては、ネットワークの論理的・物理的な切

り分け策を講じなければならないなど、地域公共ネットワーク自体のあり

方についての課題も生じている。 
したがって、社会資本として機能する高度な公共ネットワークとして発

展させるために、今後、例えば以下のような諸点について検討すべきであ

る。 
 

¾ 地域公共ネットワークの役割の明確化とネットワークの品質面や機能面

での要件整理。 

                                                 
13 農林水産省においても、農村地域の高度情報化を図るため「農村振興支援総合対策事業（情報基盤整備事
業）」により、ケーブルテレビ網等の高度情報通信基盤の整備を支援している。 



 50

¾ 標準仕様、ガイドライン等の充実。 
¾ 電気通信事業者のサービス活用の考え方。 

（３）ユビキタスネット社会実現に向けた地域公共ネットワークの役割 

条件不利地域においては、採算性等の問題から電気通信事業者によるブ

ロードバンドインフラの整備が進みにくい状況にある。また、地上デジタ

ル放送に対応するためのケーブルテレビ網等の構築や、携帯電話不感地域

解消等の課題解決も迫られている。 
インフラ整備については民間主導を原則としつつ、これまでも地域公共

ネットワークの活用を図ってきたところであり、今後とも、さらにそれを

促進するとともに、条件不利地域を含めてどこでも利用可能なユビキタ

ス・ネットワークを構築していくため、以下のような事項を検討すべきで

ある。 
 
¾ 官民の役割分担の明確化。 
¾ 地方公共団体のインフラの民間開放のあり方。 
¾ 電気通信事業者が整備する際の参入モデル。 
¾ ケーブルテレビ事業者が整備したケーブルテレビ網の地域公共ネットワー

クへの活用促進。 

 
 

（４）全国的な公共ブロードバンド・ネットワーク構築 

全国の地方公共団体で整備が進んでいる地域公共ネットワークは、一部

広域的な連携がなされているものの、地域に閉じて活用することを前提と

した構築例が多いため、ネットワークの相互接続による広域的な利活用は

進んでいない。 
様々な公共的アプリケーションの共同構築・運用を促進し、さらに国・

都道府県・市町村、また、将来的には公共サービスに関わる様々な主体が

情報共有・相互連携し、住民に付加価値の高い情報を提供していくために

も、公共ネットワークの相互接続を進めることが、新たな社会資本として

必要である。 
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図表 ２-1 全国的な公共ブロードバンド・ネットワークのイメージ 

全国 iDC

都道府県・広域
iDC

・・・

・・・

都道府県・広域
iDC

国

県庁
出先機関

病院

病院

消防署学校

市役所

民間企業

住民

a市 b町（条件不利地域）

A県 B県

全国４７都道府県

と接続

病院消防署学校

市役所

住民

公共ネットワーク

インターネット

デジタル放送

地域公共
ネットワーク

地域公共
ネットワーク

地域公共
ネットワーク

地域公共
ネットワーク

全国

ネットワーク

全国
ネットワーク

地域公共
ネットワーク

地域公共
ネットワーク

地域公共
ネットワーク

地域公共
ネットワーク

 具体的には、以下のように、国・都道府県・市町村が連携してネットワ

ークを整備し、全国的な公共ブロードバンド・ネットワークを形成するこ

とが望ましい。 
 
¾ 国は、全国規模のブロードバンド・ネットワークを構築し、都道府県情報ハ

イウェイが接続するアクセスポイントを設置。 
¾ 都道府県は、情報ハイウェイを整備し、全市町村の地域公共ネットワークが

接続するアクセスポイントを設置。 
¾ 市町村は、地域公共ネットワークを整備し、それを都道府県情報ハイウェイ

と接続。 
 
特に、国は、全国的な公共ネットワーク整備と併せて、例えば、防災・

有事・テロ等のアプリケーションの全国展開を早期に図り、ブロードバン

ド・ネットワークを活用した国・都道府県・市町村の情報共有を促進する

べきである。 
全国的な公共ブロードバンド・ネットワークを実現するに当たっては、

以下の視点で検討する必要がある。 
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① 国、都道府県、市町村の役割の明確化 

 

国 
防災･有事･テロ等の国家的な危機管理や教育･医療等のナ

ショナルセンター機能。 

都道府県 
教育・防災・医療など市町村を越えた広域行政への対応と

市町村の情報化支援。 

市町村 
教育・医療・福祉・防災・市民参加等住民に密着した行政

サービスの提供。 

 

② 全国的な公共ネットワークとしての要件整理 

¾ 公共アプリケーションに応じた信頼性、安全性、拡張性、相互接続の容易性

等、ネットワーク品質面での検討。 
¾ 運営手法や接続ルール等、運用に関する検討。 
¾ 公共ｉＤＣ等への接続・広域連携等、機能面での検討。 

 
また、医療、防災、教育いずれの分野においても、国民生活の視点から、

官民との連携によるサービスや情報の提供に留意すべきである。例えば、

私立の学校や病院などにおいても、民間回線経由ではなく公共ネットワー

ク経由で接続し、連携を図ることで、共通アプリケーションの有効性をま

すます高めることが期待される。 

図表 ２-2 全国的なブロードバンド・ネットワークの構築 

（問）　国や地方が主体となり、防災情報など様々な公共アプリケーションを国と地方間で流通させるための

全国的なブロードバンドネットワークを構築することに対して、どうお考えですか？ (n=47)

(無回答) (6)

1 2.8%

その他 (7)

14. 9%

特に国や地方が主体となる構

築が必要とは考えない (9)

19. 1%

構築にあたり既存ネットワークと

の関係を検討するべき (9 )

19.1 %

国と地方が主体となり、ブロード

バンドネットワークを構築するの

が望ましい (1 6)

34.0%

 
出所：図表 １-4と同じ 
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（５）公共分野におけるｉＤＣ利活用の促進 

現在、電子申請等の共同構築・運用を進めるために、ｉＤＣを利用する都

道府県が増加しつつある。中には大阪府のように公共ｉＤＣを設置する事例

も見られる。 
 

図表 ２-3 公共ｉＤＣの事例：おおさかｉＤＣ 

• ＩＸ(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｴｸｽﾁｪﾝｼﾞ）に直結した高速なイ
ンターネット通信環境

• ＩＣカードによる認証等高度な技術を活用した
万全のセキュリティを確保

•次世代インターネット通信規約であるＩＰｖ６対
応の最新設備

•ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）接続による
行政向け機能

•耐震構造を始め堅牢な施設、バックアップ電
源の充実

•共同利用サービス
・創業ポータル（官民連携企業手続一元化事業）の展開

・病診薬情報共有基盤の構築

•公共サービス
・地下鉄、バス経路検索システムの運用

・消費生活や医療に関する情報の提供

•行政サービス
・産業振興施策（インターネットを使った企業マッチング事

業）の展開

・市町村の電子入札システムの運用

•先進的実証実験
・通信、放送融合のテストベッドの活用 等

z 大阪府が平成１５年７月に２４時間安全に情報ネットワークサービスが提供できる、情
報拠点として「大阪府インターネットデータセンター（ｅおおさかｉＤＣ）」を開設。
条例に基づく利用料金制により、財団法人関西情報・産業活性化センターに管理委託。

特徴 活用例

 
公共ブロードバンド・ネットワークにおいては、行政・公共機関の間はセ

キュリティが高く、帯域が確保されたイントラネットが整備され、住民・企

業等から行政・公共機関へのアクセスはインターネットが用いられることか

ら、ネットワーク間のエクスチェンジ機能を発揮できるしくみとしてのｉＤ

Ｃが極めて重要である。 
ｉＤＣを活用してシステムを共同構築・運用すれば、保守・運用コストの

低減、災害対策、セキュリティ14といった面からもメリットが大きい。さらに、

                                                 
14 セキュリティ管理については、その管理項目、リスクの可能性、責任分岐点等を明確にすることが重要であり、

アウトソーシングする際のサービス・レベル・アグリーメント（ＳＬＡ）の精査が求められる。（総務省『公共ＩＴにおける
アウトソーシングに関するガイドライン』平成 15 年３月参照。） 
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今後電子申請等により飛躍的な増加が見込まれる電子データの保管を安全に

引き受けるストレージセンター、あるいは、学校、住民、ＮＰＯ等のポータ

ルの運用を遠隔で実施する地域マネジメントセンター機能、地域のデジタル

資産を管理するライブラリー機能等、ｉＤＣの活用範囲を積極的に拡大する

ことが望ましい。また、その際に、多くの地元企業や地域の人材に参画を求

めていけば、ｉＤＣが地域のＩＴ産業活性化や、ＩＴ利活用のノウハウやナ

レッジの地域への還元の拠点となることと期待される。 
また、全国的な公共ブロードバンド・ネットワークの構築とその上での公

共アプリケーションの全国展開、また、増大する公共的データのバックアッ

プの必要性等を考慮すると、国によるｉＤＣの活用方策等についても検討す

る必要がある。 
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２  住民アクセスの向上を含めたアプリケーション展開 

（１）課題 

ユビキタス・ネットワークを前提としつつ、ＩＴによる利便性を住民・

企業等が享受できるＩＴ社会を実現するためには、第一に、住民・企業向

けの行政・公共アプリケーションを質・量ともに充実・増加させていくと

ともに、第二に、高齢者等のデジタル・ディバイドを考慮し、そのような

行政・公共アプリケーションへのより容易なアクセスを確保することが大

きな課題となっている。 
第一の課題は、主に地方公共団体が直面している三つの問題に分けられ

る。 

一つは、これまで地方公共団体で開発され、運用されている行政・公共

システムについて、単独ベンダーへの過度な依存から、未だに汎用コンピ

ュータ等のレガシー・システムの運用やソフト改修等に多額の経費の支出

を余儀なくされていることである。このため、新たにＩＴ化を進めるべき

分野への資源投入が困難になっている。 
また、二つは、システム間のデータ交換に関する標準化が行われていな

いため、機関相互のデータのスムーズな交換が困難になっていることであ

る。例えば、電子自治体による利便性の典型として、転居により住所変更

を届出た場合、運転免許や保険・年金、さらには電気・ガス・水道などの

登録住所が自動的に変更されるといった例が示されるが、データ交換が標

準化されていない現状ではこのようなワンストップの行政サービスが実現

する可能性は極めて低い。 
さらに、三つは、前二者の問題を解決した上で、行政・公共アプリケー

ションをどのように開発・展開していくかという問題である。この場合、

単独地方公共団体の取組では財源や人材等の不足からシステム構築が困難

となっている面があるので、国や都道府県レベルの共同構築・運用が望ま

しい。 
このうち、一つ目の地方公共団体システムの高コスト体質が生じた理由

としては、地方公共団体においては、これまでシステムの全体最適の考慮

がなされず、業務系の各種システムを部局ごとに個別に導入してきたため、

横断的に見た場合、類似データの重複管理や採用技術・構造設計の統一的

な枠組みが欠如していることが挙げられる。これに対し、それ程規模の大

きくない市町村などでは、このような問題点を明確に認識しているものの、
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人材・財源も限られるため、有効な解決策を見出し得ないケースも多く見

られるところである。 

図表 ２-4 マルチ・ベンダー化について 

（問）　今後、マルチベンダー化による経費の効率化等を図るためには、以下の事項について必要と考えます
か？ （複数回答） (n=47)

89.4%

51.1%

70.2%

4.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

システム間のデータ交換形式の標準化 (42)

現在類似データの重複管理が見られるが、その効率化を図るため

の統一的データベースに係る標準モデルの策定 (24)

現在の技術水準を踏まえた、各システムの基盤となる共通プラット

ホームに係る標準モデルの策定 (33)

その他 (2)

(無回答) (0)

 

出所：図表 １-4と同じ 

図表 ２-5 標準化、標準化モデルについて 

（問）　以下の標準化、標準モデルの策定を国として積極的に推進すべきと考えますか？ （複数回答） (n=47)

80.9%

44 .7%

61 .7%

6.4%

2 .1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

システム間のデータ交換形式の標準化 (38)

現在類似データの重複管理が見られるが、その効率化を図るため
の統一的データベースに係る標準モデルの策定 (21)

現在の技術水準を踏まえた、各システムの基盤となる共通プラット

ホームに係る標準モデルの策定 (29)

その他 (3)

(無回答) (1)

 
出所：図表 １-4と同じ 

（２）公共アプリケーション展開に関する基本的な考え方 

地方公共団体システムの高コスト体質を変えていくためには、システム

の全体最適を考えていく必要がある。この場合、有効な手法として考えら

れるのが、ＥＡ（エンタープライズ・アーキテクチャ：組織全体の業務と

システムを統一的な手法でモデル化し、業務とシステムを同時に改善する

ことを目的とした、組織の設計管理手法）である。 
もちろん地方公共団体ごとにＥＡを行い、例えば、総務事務のアウトソ
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ーシングなどのＢＰＲ（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）を進

めていくことは不可欠であるが、上述のように地方公共団体の人材・財源

が限られ、特に技術面では知見の蓄積が不足していることを考えれば、全

国的な標準化を検討することは有用であり、システム改革のための戦略と

ロードマップを作成し、地域が連携して実行することが求められる。 
具体的な標準化の取組としては、システム間の連携システムを中心とす

るプラットフォーム（次世代地域情報プラットフォーム）やデータ交換方

式において進める必要がある。 

次に、以上を踏まえ、公共アプリケーションの開発・展開方策は、「地

域を越えて共通するアプリケーション（防災・有事・テロ、教育・文化コ

ンテンツ、地域医療など）」と「地域独自のアプリケーション」に区分し、

前者については、共同構築・運用を進めるとともに、後者については、地

域の創意・工夫による独自の取組みに委ねることを前提としつつ、「ｅま

ちづくり交付金」のようないわゆる競争的な性格を有する財政支援により

ナレッジの集積を図ることなどが考えられる。 
 

 

（３）地域の情報システムに係る標準化15 

① 「次世代地域情報プラットフォーム」の開発 

現在、地方公共団体のシステムについて必要な標準化が行われていない

ため、全国的なシステム連携はもとより、地方公共団体内のシステム連

携も容易には構築できない状況にある。 

これに対し、今後本命視されている「Ｗｅｂサービス技術」（インター

ネット技術を使ってアプリケーション機能の一部を別のコンピュータに

提供するもの）を活用して、地域情報化に関する全てのシステムをつな

ぐ共通基盤である「次世代地域情報プラットフォーム」を開発すること

が解決策となる。このプラットフォームにより、地方公共団体内の電子

申請や施設予約、防災・教育等のシステム、電子調達、人事給与、文書

                                                 
15 「システム間のデータ交換形式の標準化」と回答した団体が 89.4％と最も多く、次いで、「現在の技術水準を踏
まえた、各システムの基盤となる共通プラットフォームに係る標準モデルの策定」が 70.2％であった。 
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管理、財務会計といった各種システム間のペーパーレスでの自動的なデ

ータのやりとりが可能となるとともに、公的個人認証サービスやマルチ

ペイメント、職員認証システム等の共通利用ができることとなる。さら

に、地域の他の機関や全国的なシステムとの連携も実現する。そして、

このような取組は、福岡県、北海道等で具体化が進められている。 

このプラットフォームの効果としては、次の三点が考えられる。 

一点目は、地方公共団体内、また地方公共団体を越えたデータのスムー

ズな交換が容易になり、ワンストップ・サービスにより住民の利便性が

向上するとともに、コンピュータ間で自動的にデータが流通しペーパー

レス化が図られることで業務の効率化にもつながることである。もちろ

ん、プラットフォームは、地方公共団体のみならず、地元企業を含めた

活用が見込まれ、地域の情報基盤として位置づけられるものとなる。 

二点目は、このプラットフォームでは、どのベンダーのシステムでも、

また地方公共団体が共通で構築したシステムでも稼働できるため、マル

チ・ベンダー化によるベスト・プラクティスの選択が可能となり、経費

の大幅な削減を期待することができる。さらに、ビジネスロジックに限

定したシステム開発が可能となり、比較的小さな規模での発注が可能と

なるため、地元ＩＴ企業の受注が容易となる。 

そして、コスト削減により生じた財源を、ポータルサイトの構築・改善

などフロント・エンドの新しいＩＴ投資に振り向けることができるよう

になる。 
三点目は、プラットフォームには新しい技術開発が必要になる。例えば、

ワークフロー、セキュリティ対策（例えば、ＩＣカードを活用した職員

のアクセス制限など）などが考えられる。このため、プラットフォーム

は「Ｗｅｂサービス」の新しい利活用モデルのパッケージとして、日本

発の世界標準となる可能性があり、日本のソフトウェア産業の振興にも

つながるものである。 



 59

図表 ２-6 Web サービスについて 
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② データ交換方式の標準化 

システム間のスムーズなデータ交換のためには、「次世代地域情報プラ

ットフォーム」の開発に加えて、データ交換を標準化しオープンにする

ことが不可欠である。 
データ交換方式の標準化とは、具体的には「（連携用の）データフォー

マット」と「アプリケーション間連携プロトコル（通信プロトコル）」

の標準化である。データフォーマットは、電子文書のデータフォーマッ

トをＸＭＬで記述することが標準となっているため、ＸＭＬの構造やタ

グの標準化を進めることが具体的に行うべき事項である。 
また、連携を目的としてデータ交換方式を標準化することにより、併せ

て、個別システム内部のデータ構造も、それに沿って標準化が進むとい

う二次的な効果も期待できる。 



 60

図表 ２-7 データ交換形式の標準化 

職員
ﾎﾟｰﾀﾙ

住民
ﾎﾟｰﾀﾙ

共通基盤
　　ｼｽﾃﾑ

統合GIS
職員認証
原本性保証　etc.

公共iDC/ASP

地域公共

ﾈｯﾄﾜー ｸ

国や他の
自治体との連携

各自治体
（職員）

インターネット

住民等

※　　　のシステム間連携仕様を標準化

ﾌﾛﾝﾄｵﾌｨｽ

ｼｽﾃﾑ

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽ

ｼｽﾃﾑ
電子申請
電子調達
　　　　etc.

住民記録
税、財務
　　　　etc.

地域情報化ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

防災、教育、医療　etc.
職員
ﾎﾟｰﾀﾙ

住民
ﾎﾟｰﾀﾙ

共通基盤
　　ｼｽﾃﾑ

統合GIS
職員認証
原本性保証　etc.

公共iDC/ASP

地域公共

ﾈｯﾄﾜー ｸ

国や他の
自治体との連携

各自治体
（職員）

インターネット

住民等

※　　　のシステム間連携仕様を標準化

ﾌﾛﾝﾄｵﾌｨｽ

ｼｽﾃﾑ

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽ

ｼｽﾃﾑ
電子申請
電子調達
　　　　etc.

住民記録
税、財務
　　　　etc.

地域情報化ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

防災、教育、医療　etc.

 
なお、総務省においては 2003 年度から電子申請システムに係るＸＭＬ

のデータ構造及びタグの標準化に取り組んでいる。また、2004 年度にお

いては、国と地方公共団体間の情報交換を円滑に進めるためのデータ交

換の手法(ＸＭＬタグの標準化及び文字コードの統一化)を検討すること
になっているが、以上のような標準化のあり方を念頭に置き、上記のＥ

Ａを用いた電子自治体モデル構築と併せて、引き続き標準化の対象範囲

の検討や、技術標準の策定、さらには普及・啓発等、国として積極的か

つ持続的に取り組むべきである。 
 

（４）公共アプリケーションの開発・展開方策 

① 「地域を越えて共通するアプリケーション」 

全国的に内容が共通であり、かつニーズが高いアプリケーションを中心

に、全国ＡＳＰ型でのシステム整備を進めることが有効である。また、

都道府県レベルで広域展開が可能なアプリケーションについては、都道

府県がリーダーシップを発揮して取り組むべきである。 

なお、その前提として、ネットワークを活用したオープンで効率的なシ

ステム構築手法の提示・普及推進や、システムで扱うデータについての
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標準化を全国規模で進めていくことも不可欠である。 

具体的には、以下の事項に早急に取り組むべきである。 

 
（a） 防災・有事・テロ 

当該分野のアプリケーションの重要な役割は、国・都道府県・市町

村で情報の収集、共有、提供、交換を行うことである。東海地震等の

発生危険性の高まりや有事法制の状況等にかんがみ、地域を越えた応

援体制の整備の観点から、国の取組がもっとも早急に求められている。 
取り扱う情報は、地震、台風などの自然災害情報から、原子力事故

などの緊急事態情報、道路・交通情報、そしてテロ・有事情報、被災

者安否情報等多岐にわたる。また、日頃から住民がアプリケーション

を利用できる環境が重要であり、減災を目的とした「危険・安全情報

の提供」とともに「地域コミュニティの育成」などに活用すべきであ

る｡ 
具体的には、全国ｉＤＣ・都道府県ｉＤＣなどにおいて大容量とな

る災害映像データなどの管理・関連機関への配信などを可能にする機

能の整備や、ＧＩＳ等の環境が用意された防災に関するデータ流通基

盤の設置等が考えられる｡さらに、有事等では、各種情報の取扱いに

関するセキュリティ管理なども重要になる。 
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図表 ２-8 地域防災情報収集提供ブロードバンド・ネットワークのイメージ 

都道府県
地域公共ネットワーク
（情報ハイウェイ）

総務省・
消防庁

消防署 医療機関学校（避難所） 指定公共機関

住民

気象，地震，津波，

河川，砂防情報など

地上デジタル放送

研究機関、大学
ネットワーク

都道府県

Ｂ市町村

運行・欠航状況

河川・道路管理用
ネットワーク

監視カメラ 観測装置

避難所情報
安否、応援要請

安否、応援要請
収容状況

河川映像

道路映像

被害情報、映像

活動状況

工事事務所

都道府県ｉＤＣ

インターネット

ヘリテレ

Ａ市町村

官邸

監視映像、被害映像

災害情報、被害情報

安否情報、活動状況

被害映像

監視映像、被害映像
災害情報、被害情報

安否情報、活動状況

地域ＣＡＴＶ

中央ｉＤＣ

市町村
地域公共ネットワーク

市町村
地域公共ネットワーク

 
 
（b） 教育・文化コンテンツの全国的配信 

「学校インターネット」によって培われたコンテンツなど各地域の

持つ良質なコンテンツに加え、動画等を用いた教育効果の高いコンテ

ンツの拡充を図るとともに、児童生徒や市民がともに学びあい交流す

る場を形成する。 

教育情報ナショナルセンター（ＮＩＣＥＲ）16の取組をさらに発展さ

せ、例えば、ＬＯＭ（LearningObjectMetadata；学習オブジェクト・

メタデータ）等の標準化をより多くのコンテンツに広げていくことで、

授業における教育用コンテンツの活用や、広域での学校間交流などを

容易に行うことのできる環境を提供する。 

具体的には、全国ｉＤＣ・都道府県ｉＤＣなどにおいて著作権上の

取扱いの明確化、メタデータ・アーカイブの管理を含む全国的なコン

テンツ流通システムを整備し、コンテンツの検索・活用環境を実現す

                                                 
16 教育情報ナショナルセンター：「教育の情報化」推進を支援することを目的とし、2001 年にｗｅｂサイトとして開設。

インターネット上にある日本の教育・学習に関するあらゆる情報を収集・整理し、その教育学習情報を、幼児・小学

生、中学・高校生、大学生・社会人、生涯学習者等の学習者、教員や教育関係者にｗｅｂサイトを通じて提供して
いる。 
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る。 

運用スキームと共に、プログラムライブラリなどの初期整備と公共

ネットワーク内でのオープン活用環境構築などについても検討を要

する。 

図表 ２-9 学習コンテンツセンターのイメージ 

小中学校

高校

Ａ県 ｉＤＣＡ県 ｉＤＣ

個人

美術館

県ｵﾘｼﾞﾅﾙ
ｺﾝﾃﾝﾂ
ﾒﾀﾃﾞ ﾀー

CATV

ｺﾝﾃﾝﾂ

ｺﾝﾃﾝﾂ

XML

市役所
役場

個人・NPO
所有ｺﾝﾃﾝﾂ

個人・NPO
所有ｺﾝﾃﾝﾂ

自主制作
番組

自主制作
番組

各種ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
成果ｺﾝﾃﾝﾂ

各種ﾌﾟﾛｼｪ゙ ｸﾄ
成果ｺﾝﾃﾝﾂ

中央 ｉＤＣ中央 ｉＤＣ メタデータ
ｱｰ ｶｲﾌﾞ

登録

Ｂ県ｉＤＣＢ県ｉＤＣ

学校教育

･学校間交流

･授業､課外活動

生活文化
･文化活動

地域振興
･産業振興
･観光産業

世代間交流
・ｺﾐｭﾆｹ ｼーｮﾝ支援

ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ
メタデータ

ﾘｱﾙﾒ ﾃﾞｨｱ
メタデータ

地域関係
資料・映像

地域関係
資料・映像

市町村
地域公共ネットワーク

電子タグ

「学校インター

ネット」成果

コンテンツ

「学校インター

ネット」成果

コンテンツ

学校情報 /
独自ｺﾝﾃﾝﾂ

学校情報 /
独自ｺﾝ ﾃﾝﾂ

都道府県 地域公共ネットワーク（情報ハイウェイ）

図書館
電子タグ

博物館

地域の物流

ﾈｯﾄｰｸ

検索

加 工

流通履歴･

ﾄﾚﾝﾄﾞ情報

コンテンツ配信

学習コンテ
ンツセンタ

学習コンテ学習コンテ
ンツセンタンツセンタ

インター

ネッ ト

 

（c） 地域医療体制の充実 

医療は、高齢化社会における住民サービスの最重要テーマであるた

め、行政が中心となり、病院・診療所などの医療機関、そして介護施

設・福祉施設と広域に連携し、下記のようなアイデアを具体化するこ

との効果は大きい。 
 
【医療機関・医療関係職員向け】 
9 電子カルテ、健康カルテ、生涯カルテ等のデータの蓄積、配信。 
9 地域の病院・診療所の電子カルテを統合管理し、個人医療データで共有。 
9 遠隔画像診断（ＣＴ、ＭＲＩ等）、遠隔病理診断。 
9 医師・看護師の遠隔教育。 
9 救急病院の診察・入院可能状況のリアルタイムな管理と救急車での情報入手。 
【住民向け】 
9 高品質の画像情報を双方向に利用し、医療機関から遠く離れた場所からの検
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診、健康相談等に対応。 
9 医療機関ごとに診療時間・休診日、休日診療案内、リアルタイムの混雑状況

等を管理し､検索・参照・予約等に対応。 

 
しかしながら、医療は、個人情報の扱いに特に注意すべき分野であ

り、電子カルテの標準化や、高水準のセキュリティ確保等、様々な課

題を検討しなければならず、ＩＴの利活用がなかなか進まないのが現

状である。したがって、当面は、国が、自治体病院の連携による公共

ネットワークを活用した実証事業等に取り組むことなどにより、医療

分野全体の情報化を先導することが期待される。 
 

② 「地域独自のアプリケーション」 

「地域独自のアプリケーション」を展開するためには、長期的には、こ

れまで述べてきたシステム改革によって電算関係経費を削減することで、

市町村自ら新たなＩＴサービスへ投資する体力をつけることが必要とな

る。 

この場合、アプリケーションは、地域の顧客とも言える住民・ＮＰＯ等

が使いやすく、また、その活動促進に資するものでなければならない。

その観点から見れば、例えば、①官民が連携し、地域の日々の情報など

をコンスタントに家庭や職場等からアクセスするシステム、②病気や災

害などのいざという時に役に立つ情報提供システム、③学校、ＮＰＯ法

人などの地域活動を支援するためのシステムなどが考えられる17。 

しかし、地域の経済状況が厳しく、地方公共団体の財政難が深刻化して

いる現状では、ＩＴ投資へのインセンティブが働きにくい。したがって、

短期的には、地域の知恵と工夫を生かしたまちづくりを支援し、その成

果を全国に普及させることを目的として、「ｅまちづくり交付金」など

                                                 
17例えば、ある民間企業では独自で構築した「地域特派員」という制度に基づき、主婦層を中心とした全国25,000
名体制の情報収集及びデータ構築組織を活用したサービスを展開し始めている。中でも 1,000名のスタッフに対
し、自分の身近で起きた災害情報を携帯電話を利用して情報収集を行っている。具体的には、携帯電話のブラウ
ザ上からそれぞれ身の回りに起こった災害について、場所、時間、災害内容をアンケート方式で答え、データベ

ース化し、最終的に地図上に情報を落とし、配信を行っている。このレポートは公共機関が配信している広域避難

所や周辺の避難経路などと連動させることで利用者に応じた最適避難経路を呼び出すことができるようになって

いる。将来的には GPSなどを活用し入力の負荷を軽減しリアルタイムに情報配信を行うことや、自治体が整備す
るGIS との連携も考えられる。官民連携で実現する地域情報化の一つの方向性を示した事例である。 
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自由度の高いアプリケーション開発支援策を国が積極的に講じるべきで

ある。併せて地域社会を支える多様な主体の重要性にかんがみ、ＮＰＯ

や市民活動団体等、地方公共団体以外の取組に対する支援も検討する必

要がある。 

また、各地域独自の取組を支えるために、ナレッジ・マネジメント・シ

ステムを構築し、アプリケーション利用の先行事例の共有化を図ること

ができるようにすべきである。この知識基盤を活用すれば各地方公共団

体のシステム開発が容易となり、有用なアプリケーションの全国的普及

にもつながる。 
 

（５）住民利便性のさらなる向上に向けて 

「ＩＴを活用した地域社会の発展」を実現するためには、公共ネットワ

ークを整備し公共的アプリケーションを展開するだけでは十分でなく、地

域住民のブロードバンドインターネットへのアクセス環境の整備、放送の

ような身近なメディアの活用、高齢者や障害者等に配慮した情報バリアフ

リーに留意し、公共アプリケーションを地域社会の住民があまねく享受で

きるようにしなければならない。そのためには以下のような検討の視点が

必要である。 
 

① 誰にでも使いやすい操作性 

普段ＰＣやインターネットを使い慣れている住民のみならずＩＴリテ

ラシーの低い人でも十分に使いこなせる操作性を実現することが、シス

テム利用率の向上につながる。 
具体的には、操作マニュアルを読まなくても「感覚的に」操作が理解で

きることや、目的の情報へのアクセスが容易であること、文字の大きさ、

用語等、高齢者や障害者にも配慮した操作画面であることなどが挙げら

れる。 

② 高度で多様なアクセス手段での利用（ユビキタスな利用）が可能 

いつでもどこでも有用な情報にアクセスできるよう、高度で多様なアク
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セス手段の利用を可能にすべきである。具体的には、ブロードバンドサ

ービスの代表でもあるＦＴＴＨやＡＤＳＬ、第三世代に移行しブロード

バンドサービスが可能となった携帯電話、公共機関等に設置された公共

端末（ＫＩＯＳＫ端末）、ケーブルテレビ、デジタルテレビなど、あら

ゆるアクセス手段の利活用を図ることである。 

③ ＩＴ利活用における問題解決のための情報提供 

機器操作に加え、電子申請などのＩＴ利活用に不慣れな住民が存在する

ことを考慮に入れ、利用を補助するための情報提供が必要とされる。具

体的には、使用者が直面した問題点を、ＦＡＱを参照する等により使用

者自身で解決できるようにする「ＩＴリテラシーサポート」環境を提供

すること、あるいは、コールセンターの活用などが挙げられる。 
 

④ ケーブルテレビの活用による住民利便性の向上 

ケーブルテレビは、公共アプリケーションを提供するインフラ基盤とし

ての機能のみならず、コミュニティチャンネル等を通じて地域に密着し

た情報を住民に提供する放送媒体としての機能を有しており、地域にお

ける住民利便性を向上させる総合的な情報通信基盤となる可能性をもっ

ている。 
こうした特性を有するケーブルテレビのネットワークを地方公共団体

が地域の情報基盤として積極的に活用できるよう、制度的・技術的な諸

課題について検討を進めていくべきである。 
 

⑤ デジタル放送の活用 

誰でもが利用できるという操作性の観点からは、特に、テレビ端末に注

目すべきである。テレビ端末は、遍く普及した情報端末であり、上記のよ

うにＰＣの活用になじまない住民に対して電子自治体等へのアクセスの選

択肢を提供し、その利活用の促進につながることが期待される。さらに、

災害時、緊急時の同報性確保が必要なアプリケーションの展開については、

放送が特に有効（地上デジタル放送は、移動受信にも優れている。）と考
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えられると同時に、デジタルテレビの通信端末としての機能を利用し、地

域における情報の流通が促進されることが期待される。これまでに、2003
年 3月から大阪府豊中市において、CSデジタル放送を使って、約50世帯
のモニター家庭に端末を設置し、行政情報提供や公共施設予約に関する申

請手続等のサービスの実証実験が約１年にわたり実施された。さらに、

2003年度から岐阜市において、行政情報の地上デジタル放送による提供に
ついて実証事業を実施しているが、引き続き、地方公共団体が多様なメデ

ィアの積極的な活用に取り組めるよう、汎用的なシステム開発等を早期に

検討すべきである。こうした行政情報提供におけるデジタル放送の活用の

あり方については、更に様々な観点から検討を進めていくことが重要であ

る。  

 

図表 ２-10 地上デジタル放送を活用した行政情報提供 

地上デジタル放送を活用した

行政サービス提供に関する実証実験（総務省）

データベース
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受像器
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岐阜市庁舎
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情報スーパーハイウェイ
(高速光ファイバー回線)

ＩＳＤＮ回線

ＩＳＤＮルータ

自動更新サーバ

データ放送
送出装置

多重化装置
(ＭＵＸ)

マイクロ波

送信機

マイクロ波

インター
ネット

モニター１５１世帯様

瀬戸送信所

ＢＭＬサーバー

岐阜県データセンター

コンテンツ合成
処理サーバー

入力端末

歴史博物館

入力端末

市立図書館

入力端末

岐阜中央
卸売市場

地上デジタル放送を活用した

行政サービス提供に関する実証実験（総務省）

データベース

チェック用

受像器

入力端末

岐阜市庁舎

岐阜県

情報スーパーハイウェイ
(高速光ファイバー回線)

ＩＳＤＮ回線

ＩＳＤＮルータ

自動更新サーバ

データ放送
送出装置

多重化装置
(ＭＵＸ)

マイクロ波

送信機

マイクロ波

インター
ネット

モニター１５１世帯様

瀬戸送信所

ＢＭＬサーバー

岐阜県データセンター

コンテンツ合成
処理サーバー

入力端末

歴史博物館

入力端末

市立図書館

入力端末

市立図書館

入力端末

岐阜中央
卸売市場

 

 

補論１ ＥＡの導入 

現在、システムのネットワーク化、オープン化、Ｗｅｂ化といった技術
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的潮流を踏まえながら、地方公共団体のシステムのあり方を抜本的に変革

することが求められている。その際に有効な手法として考えられるのが、

ＥＡ（エンタープライズアーキテクチャ）である。ＥＡとは「組織全体の

業務とシステムを統一的な手法でモデル化し、業務とシステムを同時に改

善することを目的とした、組織の設計管理手法」18である。 

この考え方に基づき、地方公共団体の次世代システム像を明らかにした

上で、システム改革を着実に推進することが必要であるが、こうしたシス

テム改革に係る戦略とロードマップの提示については、地方公共団体がす

べて行うのは困難な面があるため、国が適切な役割を果たすべきである。 
ＥＡ手法では、現状（As Is）モデルを把握し、あるべき理想（To Be）

モデルを描き、そこへ到達するためのステップとして次に構築すべき次期

モデルを策定する。それぞれのモデルにおいては 4 つの体系を策定し19、

これに沿ってシステムの構築または再構築を進める。各体系においては参

照モデル（Reference Model）が策定できる。例えば、技術体系において、

技術参照モデル（Technology Reference Model）を確立することは技術的

な標準化を進めることといえる。 
また、地方公共団体においても、福岡県等などでＥＡを用いたシステム

改革の取組が始まっている。以下、先行事例として具体的に福岡県のシス

テム改革を挙げる。 

                                                 
18 2003 年 12 月ＩＴアソシエイト協議会報告 
19 ①政策・業務体系（Business Architecture）：業務機能の構成（行政サービスの機能を体系化）、②データ体系

(Data Architecture)：業務機能に使われる情報（行政サービスの機能で入出力されるデータ）の構成、③適用処理

体系（Application Architecture）：業務機能と情報の流れをまとめたサービス群の構成、④技術体系（Technology 
Architecture）：サービス群を実現するための技術（S/W、H/W、ネットワーク etc.） 
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図表 ２-11 福岡県のシステム改革 

既存メインフレーム
システム

既存クライアント
サーバ システム

統合運用
管理関連
機能

統合運用
管理関連
機能

職員情報シス
テム

職員情報シス
テム

自治体情報
管理
システム

自治体情報
管理
システム

職員認証
システム
職員認証
システム

シングル

サインオン
システム

シングル

サインオン
システム

インタフェース

サーバ

インタフェース

サーバ

・・・・・・
帳票出力
関連機能

帳票出力
関連機能

システム連携基盤システム連携基盤システム連携基盤
W ebサービス連携 ファイル連携ｵｰｹ ｽﾄﾚｰｼ ｮﾝ（※） ＤＢ連携

電子自治体自治体共通化技術標準 論理モデル

○○システム ××システム △△システム

共通API群

Ｊ２ＥＥ

公的個人
認証確認
システム

公的個人
認証確認
システム

共通API群

ビジネスロジック

Ｊ２ＥＥ

共通API群

ビジネスロジック

共通API群

ビジネスロジック

各種標準書類各種標準書類

システム
利用ガイドライン

システム

利用ガイドライン

技術参照モデル

共通サブシステム

市町村独自システム

民間iDC

市町村独自システム

※オーケストレーション：複数のWebサービスをワークフロー的に呼び出す機能

共通化可能、あるいはアプ

リケーションを相互利用す
るために共通化すべき機

能は、あらかじめサブシス
テム化（＝EAI/API）

各システムが、ビジネスロ
ジック部分のみを意識して開

発することができるように、

システムのつくり方をあらか
じめ規定。（=TRM）

自治体職員側がシステムを

調達・監理するのに必要な
情報、チェックすべき項目等
の提供（＝BPM)

特定ベンダー、製品に依存

しない形を目指した、アプリ

ケーション構築および徹底
した外部仕様の公開（＝
Open Standard）

 
 
（a） 業務標準 

システム開発を行う上で発生するシステムの企画・計画、提案仕様

書の作成から、設計・開発・導入、及び保守運用、廃棄といった一連

のシステムライフサイクルの全工程について作業定義となる方法論

とシステム開発会社から提出される成果物のチェックポイントを整

理した業務標準化文書を策定する。地方公共団体は、この標準化文書

に基づき開発プロジェクトを推進し、システム開発会社から提出され

る成果物をチェックすることにより、システム開発に対する管理能力

を確保することが可能となる。 
 

（b） 技術参照モデル 

技術参照モデルを定め、システムごとに異なる採用技術・設計構造

となることを防ぐ。 
ハードウェア、システムソフトウェア、ネットワークの現在および

将来の最も効果的・効率的な実践方法をまとめた技術参照モデルを策

定し、構築・運用における情報システムの「相互運用性」、「可搬性」
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および「拡張容易性」を維持する。 
例えば、電子自治体システムを構築する上で必要となる採用技術に

関し、標準的な技術により統一ルールを策定する。また、機能・業務

双方の拡張性を容易に実現するための、Ｗｅｂ画面設計や、帳票設計

において、データ中心アプローチを実装できるようなアーキテクチャ

を統一ルールとして作成する。 
これにより、技術革新への柔軟な対応、機能・業務双方の容易な拡

張性を獲得することが可能となる。 
 

（c） オープンスタンダード 

オープンスタンダードとは、複数のプログラムを連携させることが

できるように取り決められた仕様のアウトラインを表示したドキュ

メントと、実際にそれらのドキュメントが処理や検査を行えることを

保証する手段のことである。 
開発したアプリケーションに関し、開発を行ったシステム開発会社

以外の会社によるその後の保守・運用・改修を可能とするため、必要

な情報公開を行う。地方公共団体においてオープンスタンダードの考

え方を導入することにより、開発担当会社の寡占によるシステムライ

フサイクルコストの高騰を抑制し、さらに地場企業に対する参入機会

を提供することが可能となる。 
 

（d） 共通機能の一元化 

それぞれのシステムは、技術標準から提供される共通ＡＰＩ群を通

して共通機能を利用することにより、業務システム導入時の検討にお

いて、業務固有のビジネスロジックに特化した検討が可能となり、開

発費用・期間の圧縮を図ることができる。 

このような手法を採用することで、例えば「財務会計システム一式」

といった従来型の調達は不要となり、財務担当固有の業務（ロジック

部分）だけを調達することで、あとは共通機能を利用すれば良いこと

となる。 

 

ＥＡを用いた次世代システムモデルの策定は、人的にも資金的にも多く
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のリソースが必要であり、地方公共団体において個別に作業を実施する

ことはコスト面において、（特に中小の団体については）現実的ではな

い。したがって、福岡県等、先進的な地方公共団体の取組を踏まえなが

ら、国が主導してＥＡを用いた次世代システムモデルを提示すべきであ

る。 

具体的には、単独または複数の地方公共団体の広域連携をフィールドと

して、電子申請などの狭義の電子自治体に係るシステムにとどまらず、

防災、教育、医療等、住民向けの様々な公共的アプリケーションの展開

や、バックオフィスのレガシー・システムも含む地方公共団体の全シス

テムを対象に、Ｗｅｂサービス化の進展など最新技術動向を視野に入れ

ながら、システム共通基盤やデータベースの構築など、「次世代地域情

報プラットフォーム」を開発し、その実証を行う。 

その結果に基づき、「次世代地域情報プラットフォーム」を活用したあ

るべき電子自治体モデルと、それを実現するためのロードマップを国が

提示し、まずは、都道府県が中心となって実際にシステム改革に取り組

むことが望まれる。さらに、都道府県のリーダーシップの下に、市町村

も、合併やシステム更新時等を契機に、次世代型のシステムの導入に取

り組むことが望まれる。 

 

 

補論２ システム調達手法の整理 

地方公共団体においては、住民記録、税、国保、保険、財務等の行政情

報システムが構築・運用され、これらの業務に係る職員の事務処理を支え

ている。特に、扱うデータの多い業務においてはシステムへの入力やシス

テムからの帳票出力が事務処理フローの中心になる。 
これらのシステムの多くは汎用コンピュータで構成される大規模システ

ムとなっているため、「高額な運用・保守経費がかかる」、「リプレース

時において、ミドルウェアなど特定のベンダー製品を前提としているソフ

トウェア資産が多いため同一ベンダーからの調達とならざるを得ず、競争

によるコスト削減が期待できない」といった弊害があり、現在財政難が深

刻化している地方公共団体にとっての大きな課題となっている。 
このような中で、電子申請等、電子自治体分野における新しい情報シス



 72

テム構築に際しては、この課題を解決し地方公共団体ごとの負担を軽減す

るため、先行的に「共同アウトソーシング」、「オープンソースの活用」

といった調達形態が登場している。「地域を越えて共通する取組」につい

ては、これらの新しい調達手法の導入が不可欠となるため、ここで、その

手法について整理する。 
 

① 共同アウトソーシング 

共同アウトソーシングは、複数の地方公共団体が電子自治体業務を共

同して外部委託することにより、低コストで高いセキュリティ水準のも

と行政事務を効率化する手法である。共同で利用するため、主にアプリ

ケーションを共同処理センター（データセンター）で運用し、利用者（職

員）はネットワークを介してサーバにアクセスすることで利用する形態

となる。また、開発に参加していない団体も、財団法人地方自治情報セ

ンターにおいて公開されているアプリケーションを無償で取得できる。 
この共同アウトソーシング方式により、システムをオープンにし、中

小企業でも受注可能な単位にシステムを切り分けることで、当初受注し

た企業以外の企業でも機能拡張や改変の際に新たな参入を可能にするな

どＩＴ関連地場産業の新規需要の創出を図る。 
 
② オープンソース 

近年の電子自治体のシステム開発においては、オープンソースを前提

とした開発が見受けられる。一般にオープンソースとは、「プログラム

のソースコードを公開し、第三者による利用、改変、再配布等を認める

ソフトウェア」のことであり、ＵＮＩＸ系のＯＳである Linux が世界的

に利用されている事例として挙げられる。地方公共団体においては、オ

ープンソースとして公開されているソフトウェアがあれば、それを利用

することで導入コストを抑えられるメリットがある。 
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３  地域情報化を推進するための体制整備等 
  

（１）課題 

前節までに述べたような今後の地域情報化の諸方策を推進するためには、

国・都道府県・市町村をはじめ、地域情報化に関係する者が現状と課題を

明確に把握した上で、連携して着実に取り組むことが必要である。本節で

は、ハード・ソフトにまたがる諸施策を推進する上で欠かせない体制整備

等に関連する課題を取り上げ、必要な諸方策を整理する。 
 

① 国・都道府県・市町村間での情報共有と協働 

ＩＴのように進歩が著しい分野では、特に国と地方公共団体間での情報

共有などコミュニケーションを活性化させ、双方のめざすべき方向を確

認しつつ施策を進めることが必要である。 
また、地域の情報化は、ＩＴ社会化の推進、ユビキタスネット社会の構

築を大きな目標とし、教育・文化・医療・防災などの分野における地域

課題の解決、地方行政の効率化・合理化、さらには地域経済の振興をも

幅広く視野に入れたものである。 
このため、ほとんどの地方公共団体においては、先に見たように、情報

政策担当課を中心に関係部局による情報化推進組織を設けている。総務

省においても、これに対応するため、関係部局の連携の下、地域情報化

政策の企画・立案の総合的な推進のあり方を検討すべきである。併せて、

地域に対する情報提供や財政支援、人材育成など、総務省の地域に対す

る最前線である各総合通信局における取組強化が必要となる。 
また、併せて留意すべき課題としては、先進的な取組をしている地域と、

ＩＴへの取組がなかなか進まない地域との格差の拡大、先進的な地域間

でも取組の方向性に齟齬が生じていること、さらに、先進的といわれて

いる地域でも、実際に先進的な取組がなされている部分と、そうでない

部分でかなりの不均衡がみられることなどが挙げられる。 
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② 人材育成 

地域情報化を推進する人材を確保するためには人材育成への取組が重

要であるが、地域情報化を推進すべき地方公共団体職員のＩＴ関連の研

修は、多くの市町村ではアプリケーション研修程度の取組にとどまって

おり、例えば、自治体経営改革につながる抜本的なシステム改革や適切

なＩＴ調達等、マネジメントレベルでの人材育成の取組はほとんど手つ

かずの状態である。 
なお、町村ではそもそもＩＴ政策関連のセクションを設ける余裕がない

など、人材の育成のみならず、必要な人員の確保すら困難な状況も見ら

れる。 
 

③ セキュリティ対策 

地域情報化の進展に伴い、各地方公共団体における庁内システムが外部

ネットワークに接続される機会が増加しており、地方公共団体の情報資

産に対する潜在的脅威が高まっている。 
特に、地方公共団体では住民情報という極めてプライバシー確保の必要

性が高い情報を取り扱っていることにもかんがみ、個人情報保護等を徹

底し、住民の安心と信頼を確保するため、地方公共団体の情報セキュリ

ティ対策をさらに充実する必要がある。 
 

④ 客観的な評価指標 

ＩＴの利活用がますます重要な政策課題となってくる中で、各地方公共

団体の取組が適切な方向に向かって順調に進捗しているのかを判断する

明確な指標は存在していない。 
総務省による地域公共ネットワーク整備率のような評価指標は重要な

取組だが、ハード整備という一側面にとどまっている。地方公共団体が、

これまで述べてきたような次世代型の地域情報化のあるべき姿なども踏

まえながら、それぞれの取組について自らを客観的に評価し、強化が必

要な分野が明らかになるよう、総合的な評価に基づく地域情報化診断を
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実施できるような仕組み作りが必要である。 
 

（２）国・都道府県・市町村等の知識基盤の共有 

地域情報化については、国、都道府県、市町村が密接に連携して、それ

ぞれの役割分担に応じた施策を整合的に実施することが重要である。 
まず、国に求められる役割として、地域公共ネットワーク整備に係る支

援やシステムに係る標準化を進め、それらについて適切に情報提供すべき

である。 
次に、都道府県に求められる役割として、自らの情報化に加え、広域的

な対応について市町村を先導した連携体制づくりを行うことがある。具体

的には、市町村のネットワーク間接続、システムの共同構築・運用等を進

めるとともに、他の都道府県との連携も図り、それらについて適切に情報

提供することが求められる 
市町村では規模の大きいところを除き、情報化に関する全ての施策を単

独で実施することは困難である。都道府県や他市町村と連携しつつ、地域

に密着した施策展開をめざすべきであり、国や都道府県からの情報を積極

的に収集するとともに、独自の取組についての情報発信にも留意すること

が求められる。 
これらの地域情報化に関する情報共有のために、全国的観点からのナレ

ッジ・マネジメント・システム20の構築について国が検討し、共通の知識基

盤を確立すべきである。その際には、地方公共団体の取組に限らず、ＮＰ

Ｏ、ボランティア、地元ＩＴ企業など様々な主体が参画・利用できる地域

情報化の総合的システムとして構築すること、また、全国的な公共ブロー

ドバンド・ネットワークを活用すること等が望ましい。 

 

（３）高度なＩＴ人材等の育成 

① 国による高度なＩＴ人材の育成策 

都道府県においてはＣＩＯやＣＩＯ補佐官の設置が進んでいるが、今後

の地方公共団体を含めた地域情報化推進において、ＣＩＯ等に求められ

                                                 
20 個人がバラバラに持つ知恵や知識、経験を組織等で共有することで、創造的な仕事につなげる手法をナレッ

ジ・マネジメントといい、ナレッジ・マネジメントを支援するシステムをナレッジ・マネジメント・システムという 。 
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る役割はさらに拡大するものと見込まれる。 
最新の高度なＩＴに関する知識・スキルを有するだけではなく、現場の

業務の深い理解、自治体経営に関する知識や能力も必要である。情報化

のビジョンを掲げ、他機関との調整を図りながら施策を推進する。また、

市町村の情報化に対する指導や地元ＩＴ企業の育成もその重要な役割の

一つである。 
今後、地域情報化を強化・推進していくためには、都道府県、政令指定

都市等の職員の中から、ＣＩＯ等としてのスキル・知識を有する者を確

保することが極めて重要である。なぜなら、自治体内部の調整、自治体

業務改革の実施などの内部管理業務を伴うＣＩＯの職責からみて、自治

体内部職員がＣＩＯとなる高い必要性が認められるからである。 
ＣＩＯ等の育成には、技術と自治体経営の両面について、実践的な討議

を含めた総合的な研修などが求められるが、地方公共団体が単独で実施

することは難しく、全国的なレベルによる対応が必要となる。特に、国

は、米国ＣＩＯ大学の例も参照しながら、効果的なＣＩＯ育成のあり方

について検討すべきである。 
また、ＣＩＯ補佐官については、ベンダーやＩＴ専門企業からのシステ

ムに精通した人材の獲得等、多様な人材の確保策も考慮する必要がある。

そして、外部の人材を活用する際には、特に受け入れ側である地方公共

団体での処遇、権限、立場、期限などについて配慮することが必要であ

る。 
 

② 地域におけるＩＴ担当職員の育成 

市町村における情報化担当職員の充実は必須の課題である。市町村にお

ける人材育成について、現在のところ、アプリケーション研修が主であ

ることもあり、専門的な人材が不足しており、国及び都道府県の対応が

望まれる。 
専門研修の先進例として福岡県にあるＮＰＯ（高度ＩＴ人材アカデミ

ー）の取組があり、今後、都道府県が地域のＩＴ人材育成も視野に入れ

た上での、ＮＰＯ活用例として参考にすべきである21。 

                                                 
21 「平成１４年ＩＴ人材育成事業者実態調査報告書」（ＩＴ人材育成事業者協議会：2002年10月）によれば、
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また、都道府県アンケートによれば、容易に出席が可能となるよう地域

ごとの研修開催の必要が指摘されており、各総合通信局レベルの取組強

化が望まれる。 

またｅラーニング研修も検討すべきであるが、職場における理解や、受

講者のインセンティブを向上させるひとつの方策として、試験による職

員限定の認定制度を導入すると同時に認定者が地元のＮＰＯ法人に登録

をすることにより、知識の地元への還流を促すような仕組が考えられる。 
なお、研修体系については４つの区分が考えられ、これらの分類ごとに

研修目的、実施方法、カリキュラム構成などを整理する必要がある。 
 
9 管理職コース：首長、ＣＩＯ、情報関係の部局長 
9 上級コース：ＣＩＯ補佐、情報関係部局のシステム管理者 
9 中級コース：情報関係部局の職員、各部局個別システム担当職員 
9 初級コース：一般職員 

 

（４）セキュリティ対策 

地方公共団体におけるセキュリティ対策としては、これまでのところ、

「セキュリティポリシーの策定」「ＣＩＯの任命」「個人情報保護条例の制

定」など制度面の取組が中心であった。 
しかし、制度面を充実させても職員に十分な知識と高い意識がなければ、

それがいわば「セキュリティホール」となり、その団体の情報システム全

体が脆弱なものとなるおそれがある。したがって、一般職員に対する情報

セキュリティ研修を充実・強化していく必要がある。 
また、セキュリティポリシーを策定した後の情報セキュリティ対策全般

の実効性の評価･見直しを行うことが重要であり、そのための有効な手法と

なるのが情報セキュリティ監査であるが、実施している地方公共団体はま

だ少数である。セキュリティ対策の重要性にかんがみ、速やかに全ての地

方公共団体において監査を実施することが求められる。 

さらに、セキュリティ技術の実装においてはインシデントに対する対

策・対応が課題であり、一般的に、情報システムに対する各種インシデン

                                                                                                                                               
アンケートに回答した事業者の約8割が東京に集中しており、また研修実施の拠点数も5か所以下が約85％

を占めている。地方における情報通信分野の研修に対する需要は、大都市圏のそれと比較すると小さい。

そのため民間研修事業者の研修は、地方において採算性を確保することが困難な状況にある。 
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トは、業界ごとに一定の特徴を持ちやすい傾向にあることから、実際に発

生したインシデントに関する情報を業界内で分析・共有することが情報通

信セキュリティ対策の確保に有効であるとされている。 
我が国においてもビジネス基盤となる情報通信基盤（インフラ）の安全

性確保を広義の目的として、通信サービスの提供を妨げる各種インシデン

トを収集・分析し、その分析結果を会員間で共有することにより、インシ

デントに対する強固な情報通信基盤の提供をめざすため、2002 年７月に電

気通信事業者を中心として Telecom-ISAC22 Japan が設立されている。 
地域情報化分野においては、地域で発生したインシデントに関する情報

の分析・共有も組織的に充実したものとはなっていないのが現状である。

したがって今後、公共ネットワーク上でのアプリケーション展開を積極的

に進める中で、地域におけるインフラの信頼性、拡張性、接続性などを確

保するために、セキュリティ対策を重要課題として、前述のナレッジ・マ

ネジメント・システムの利用も視野に入れながら、インシデントの収集・

分析と全国規模での共有、さらに、Telecom-ISAC Japan など、他のインシ

デント対応組織との連携を図るための仕組作りについて検討しなければな

らない。 
 

（５）地域情報化の総合的評価 

今後、国が講ずるべき地域情報化推進策の一環として、地域情報化の進

展を総合的に評価する地域ＩＴ総合ランキングのような評価制度の導入が

考えられる。このような相対的な評価は、地域間の競争を促すだけでなく、

情報化の成果を踏まえた施策の立案や、施策のより効率的な運用を行うた

めに重要である。 
実際に地域情報化の評価を導入するにあたっては、行政、住民、事業者

などの関連主体が各種サービスの提供者であり、利用者でもあるという観

点から、ハード、ソフト、利用度等の実態を定期的に把握、公表すること

が効果的と考えられる。具体的には、地域公共ネットワークの整備率、そ

れらの他団体や民間との接続率、ｉＤＣの整備・利用状況、共同アプリケ

ーションの構築・利用実態等の内容が考えられる。また、サービス提供主

体としての行政からの視点だけでなく、顧客満足度を意識した住民視点で

の評価項目も重要である。 
地方公共団体においては、総合評価結果に基づき現在のＩＴ政策の到達

                                                 
22 ISAC:Information Sharing and Analysis Center（情報共有分析センター） 
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レベルを把握するとともに、次の事業段階にフィードバックしていくこと

が期待される。 
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４  最終報告に向けた取組 
  
 以上において、地方公共団体の取組を中心として、課題及び今後展開す

べき施策の方向性について述べてきたが、地域の情報化の担い手としては、

地方公共団体以外にも、地域住民、ＮＰＯ、地域の企業など、様々な担い

手が存在し、それらの担い手が積極的に地域の情報化に関わっていくこと

により、地域の情報化が充実し、加速することが期待される。 
 また、住民の視点から、地域の情報化のあり方をレビューすることによ

り、ＩＴの利活用が一層活発化するとともに、投入できる資源が限られて

いる中でどのような分野に重点を置くかについて、ある程度、明確になる

ことが期待される。 
 今後、本章の第１節から第３節まで述べた地域情報化の方向性について

はワーキンググループを設置するなどして、さらに詳細を検討するととも

に、あわせて、今後、以下のような点について別途ワーキンググループを

設置して検討を進め、中間報告における成果とあわせ、地域情報化につい

ての全体ビジョンを最終報告として取りまとめることとする。 
 

① 地域情報化を担う各主体（地域住民、ＮＰＯ、地域企業、地方公共団体

等）の連携・役割分担のあり方 

② 住民の視点から見た地域情報化のあり方 

③ 住民の生活圏（行動圏）等を視野に入れた広域的な地域情報化のあり方 

                           

 




